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このため、就職先となる林業事業体の雇用管理改善を支援すること
により、新規就業の促進と職場定着を図り、労働力の確保に資するこ
とを目的として事業（厚生労働省委託）を実施しております。
　この「しおり」は、事業主や労務担当者の皆様に、雇用管理の改善
を進める際の参考としていただくためのものです。
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1 概要
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※募集活動に当たって注意すべきこと
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1 募集

（1）ハローワークの利用

（2）学校の利用

（3）新聞広告等による募集
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（5）SNS の活用
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2 採用

（1）労働契約
①労働契約の成立

②労働契約の原則

（2）労働契約の期間

①雇止めのトラブル防止

■ 労働基準法などが適用されるのは

6

 8
 
 

 
 
 
 

   
 
 

  

6



7

2 採用

（1）労働契約
①労働契約の成立

②労働契約の原則

（2）労働契約の期間

①雇止めのトラブル防止

■ 労働基準法などが適用されるのは

6

 8
 
 

 
 
 
 

   
 
 

  

7



9

応募したくなる求人へ！
～わかりやすい求人で、より良い人材の確保を目指しましょう！～

＜求人票を出す前のチェック表＞

8

（3）労働条件の明示

を

　また、契約期間内に無期転換申込み（労働
基準法第 18 条第１項）の権利が発生する有
期雇用労働者との有期労働契約締結の際に
は、無期転換後の労働条件の明示が令和６年
４月から新たに義務付けられています。（厚
生労働省ホームページ）︓https://www.
mhlw.go.jp/stf/newpage_32105.html

■書面交付

た
た に 業

■パートタイム・有期労働法の規定

パートタイム・有期雇用労
働者 短時間労働者及び有期雇用
労働者の雇用管理の改善等に関する法律（パート
タイム・有期雇用労働法）により、①昇給の有無、

に

し

　なお、パートタイム・有期雇用労働者を含め、
労働者を雇用する場合の労働条件の明示方法
として、後日のトラブルを防止するためにも、
「労働条件通知書」（次頁以降を参照、令和５
年８月時点版）に必要事項を記載して交付す
ることが望まれます。

　また、パートタイム・有期雇用労働者から
求めがあったときには、これらの決定に当
たって考慮した事項について説明しなければ
ならないことになっています。

8

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_32105.html


9

応募したくなる求人へ！
～わかりやすい求人で、より良い人材の確保を目指しましょう！～

＜求人票を出す前のチェック表＞

8

（3）労働条件の明示

を

　また、契約期間内に無期転換申込み（労働
基準法第 18 条第１項）の権利が発生する有
期雇用労働者との有期労働契約締結の際に
は、無期転換後の労働条件の明示が令和６年
４月から新たに義務付けられています。（厚
生労働省ホームページ）︓https://www.
mhlw.go.jp/stf/newpage_32105.html

■書面交付

た
た に 業

■パートタイム・有期労働法の規定

パートタイム・有期雇用労
働者 短時間労働者及び有期雇用
労働者の雇用管理の改善等に関する法律（パート
タイム・有期雇用労働法）により、①昇給の有無、

に

し

　なお、パートタイム・有期雇用労働者を含め、
労働者を雇用する場合の労働条件の明示方法
として、後日のトラブルを防止するためにも、
「労働条件通知書」（次頁以降を参照、令和５
年８月時点版）に必要事項を記載して交付す
ることが望まれます。

　また、パートタイム・有期雇用労働者から
求めがあったときには、これらの決定に当
たって考慮した事項について説明しなければ
ならないことになっています。

9

https://www.hellowork.mhlw.go.jp/enterprise/ent_inputmethod04.html


11

�記�要�� 

�．労働条件通知書は、当該労働者の労働条件の�定について��をもつ者が��

し、本�に交付すること。

交付の方法については、書�による交付の��、労働者が�望する場合には、

������を�用する��の方法、����ル�の�の�の��をする者を�

定して��を��するために用い��る��通�の��の方法���して書�を

��できるものに�る�によっても明示することができる。 

２．各欄において��項�の�つを��する場合には、該当項�に�をつけること。

�．破線内及び��線内の事項以外の事項は、書�の交付により明示することが労

働基�法により�務付け��ている事項であること。また、労働者に����る

べきものに関する事項、安全及び衛生に関する事項、災害補償及び業務外の傷病

扶助に関する事項、表彰及び制裁に関する事項については、当該事項を制度とし

て設けている場合には���は書�により明示する�務があること。 

また、��の労働��についても、労働��の��をする場合があるものは、

「�間の定めのある労働��を��する場合の基�」を書�により明示すること

が労働基�法により�務付け��ていること。 

�．「就業の場所」及び「�事すべき業務の内�」の欄については、具体的�つ�

�に記�すること。 

５．「賃金」の欄については、基本給等について具体的な額を明記すること。

・ 法定超えとなる所定時間外労働については２割５分、深夜労働については２

割５分、法定超えとなる所定時間外労働が深夜労働となる場合については５割

以上の割増率とすること。

・ 破線内の事項は、制度として設けている場合に記入することが望ましいこと。

�．「�の�」の欄については、当該労働者についての����、���業�職金

��制度等の�入��及び�用��の適用の��の��、労働者に����るべ

きもの�労働者��の������等の��を���に関する事項、安全及び衛

生に関する事項、職業訓練に関する事項、災害補償及び業務外の傷病扶助に関す

る事項、表彰及び制裁に関する事項、休職に関する事項等を制度として設けてい

る場合に記入することが望ましいこと。

また、労働��を��する場合があるものについては、「�間の定めのある労

働��を��する場合の基�」を記入すること。

���� 労働��法���条��項の規定により、�間の定めがある労働�

�の���間が通�５�を超えるときは、労働者が���をすること

により、�間の定めのない労働��に����るものであること。こ

の���の��は���間の���まで��できること。

７．各事項について、就業規則を示し当該労働者に適用する部分を明確にした上で

就業規則を交付する方法によることとした場合、具体的に記入することを要しな

いこと。 

＊ この通知書はモデル様式であり、労働条件の定め方によっては、この様

式どおりとする必要はないこと。

10

（�業労働�用�日雇�） 

労働条件通知書

年  月  日

     � 
事業�の������
事業場��・所��
� 用 � � � �
雇用��������

あなたを次の条件で雇い入れます。 

就 労 日 年   月  日 

就業の場所 

�事す�� 

業務の内容 

始業、終業の

時�、��時

間、所定時間

外労働の有無

に関する事項 

１ 始業（   時   分） 終業（  時 分） 

� ��時間（  ）分 

３ 所定時間外労働の有無（ 有、 無 ） 

賃 金 １ ��賃金 � 時間�（ �）、� 日�（     �） 

   � ����（���� �、保�� �） 

   � その他（     �） 

� ���の�����方法 

  �（  ��    � ���方法�      ） 

  �（  ��    � ���方法�      ） 

３ 所定時間外、�日����労働に�して支払�れる��賃金� 

� 所定時間外、法定�（ ）�、所定�（ ）�、 

 � ��（  ）� 

� 賃金支払日（  ）�（就業�日・その他（    ）） 

   （ ）�（就業�日・その他（    ）） 

５ 賃金の支払方法（       ） 

 � 労��定に���賃金支払時の��（無 ，有（   ）） 

そ の 他 ・��保険の加入��（ ��年金 ��保険 ��年金�金 その他（    ）） 

・雇用保険の適用（ 有 ， 無 ）

・ ���業��金����（��������を��。）

（加入している ， 加入していない）

・労働���の�������の���月�（    �）

その他（    �）

・その他（             ）

� ��の���、��就業��に�る。 

� �通知書の���、労働��法�１５条に���労働条件の�����業労働�の�保の��に関する 

法��３１条に���雇用に関する�書の��を��る�のである。 

� 労働条件通知書に�いて�、労�間の��の����のた�、保�して����を���します。

10
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��できるものに�る�によっても明示することができる。 

２．各欄において��項�の�つを��する場合には、該当項�に�をつけること。

�．破線内及び��線内の事項以外の事項は、書�の交付により明示することが労

働基�法により�務付け��ている事項であること。また、労働者に����る

べきものに関する事項、安全及び衛生に関する事項、災害補償及び業務外の傷病

扶助に関する事項、表彰及び制裁に関する事項については、当該事項を制度とし

て設けている場合には���は書�により明示する�務があること。 

また、��の労働��についても、労働��の��をする場合があるものは、

「�間の定めのある労働��を��する場合の基�」を書�により明示すること

が労働基�法により�務付け��ていること。 

�．「就業の場所」及び「�事すべき業務の内�」の欄については、具体的�つ�

�に記�すること。 

５．「賃金」の欄については、基本給等について具体的な額を明記すること。

・ 法定超えとなる所定時間外労働については２割５分、深夜労働については２

割５分、法定超えとなる所定時間外労働が深夜労働となる場合については５割

以上の割増率とすること。

・ 破線内の事項は、制度として設けている場合に記入することが望ましいこと。

�．「�の�」の欄については、当該労働者についての����、���業�職金

��制度等の�入��及び�用��の適用の��の��、労働者に����るべ

きもの�労働者��の������等の��を���に関する事項、安全及び衛

生に関する事項、職業訓練に関する事項、災害補償及び業務外の傷病扶助に関す

る事項、表彰及び制裁に関する事項、休職に関する事項等を制度として設けてい

る場合に記入することが望ましいこと。

また、労働��を��する場合があるものについては、「�間の定めのある労

働��を��する場合の基�」を記入すること。

���� 労働��法���条��項の規定により、�間の定めがある労働�

�の���間が通�５�を超えるときは、労働者が���をすること

により、�間の定めのない労働��に����るものであること。こ

の���の��は���間の���まで��できること。

７．各事項について、就業規則を示し当該労働者に適用する部分を明確にした上で

就業規則を交付する方法によることとした場合、具体的に記入することを要しな

いこと。 

＊ この通知書はモデル様式であり、労働条件の定め方によっては、この様

式どおりとする必要はないこと。
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（�業労働�用�日雇�） 

労働条件通知書

年  月  日

     � 
事業�の������
事業場��・所��
� 用 � � � �
雇用��������

あなたを次の条件で雇い入れます。 

就 労 日 年   月  日 

就業の場所 

�事す�� 

業務の内容 

始業、終業の

時�、��時

間、所定時間

外労働の有無

に関する事項 

１ 始業（   時   分） 終業（  時 分） 

� ��時間（  ）分 

３ 所定時間外労働の有無（ 有、 無 ） 

賃 金 １ ��賃金 � 時間�（ �）、� 日�（     �） 

   � ����（���� �、保�� �） 

   � その他（     �） 

� ���の�����方法 

  �（  ��    � ���方法�      ） 

  �（  ��    � ���方法�      ） 

３ 所定時間外、�日����労働に�して支払�れる��賃金� 

� 所定時間外、法定�（ ）�、所定�（ ）�、 

 � ��（  ）� 

� 賃金支払日（  ）�（就業�日・その他（    ）） 

   （ ）�（就業�日・その他（    ）） 

５ 賃金の支払方法（       ） 

 � 労��定に���賃金支払時の��（無 ，有（   ）） 

そ の 他 ・��保険の加入��（ ��年金 ��保険 ��年金�金 その他（    ）） 

・雇用保険の適用（ 有 ， 無 ）

・ ���業��金����（��������を��。）

（加入している ， 加入していない）

・労働���の�������の���月�（    �）

その他（    �）

・その他（             ）

� ��の���、��就業��に�る。 

� �通知書の���、労働��法�１５条に���労働条件の�����業労働�の�保の��に関する 

法��３１条に���雇用に関する�書の��を��る�のである。 

� 労働条件通知書に�いて�、労�間の��の����のた�、保�して����を���します。
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賃 金 １ 基本賃金 イ 月給（ 円）、ロ 日給（ 円）

ハ 時間給（ 円）、

ニ 出来高給（基本単価 円、保障給 円）

ホ その他（ 円）

ヘ 就業規則に規定されている賃金等級等

２ 諸手当の額又は計算方法

イ（ 手当 円 ／計算方法： ）

ロ（ 手当 円 ／計算方法： ）

ハ（ 手当 円 ／計算方法： ）

ニ（ 手当 円 ／計算方法： ）

３ 所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率

イ 所定時間外、法定超 月６０時間以内（ ）％

月６０時間超 （ ）％

所定超 （ ）％

ロ 休日 法定休日（ ）％、法定外休日（ ）％

ハ 深夜（ ）％

４ 賃金締切日（ ）－毎月 日、（ ）－毎月 日

５ 賃金支払日（ ）－毎月 日、（ ）－毎月 日

６ 賃金の支払方法（ ）

７ 労使協定に基づく賃金支払時の控除（無 ，有（ ））

８ 昇給（ 有（時期、金額等 ） ， 無 ）

９ 賞与（ 有（時期、金額等 ） ， 無 ）

退職金（ 有（時期、金額等 ） ， 無 ）

退職に関す

る事項

１ 定年制 （ 有 （ 歳） ， 無 ）

２ 継続雇用制度（ 有（ 歳まで） ， 無 ）

３ 創業支援等措置（ 有（ 歳まで業務委託・社会貢献事業） ， 無 ）

４ 自己都合退職の手続（退職する 日以上前に届け出ること）

５ 解雇の事由及び手続

○詳細は、就業規則第 条～第 条、第 条～第 条

そ の 他 ・社会保険の加入状況（ 厚生年金 健康保険 その他（ ））

・雇用保険の適用（ 有 ， 無 ）

・中小企業退職金共済制度（林業退職共済制度を含む。）

（加入している ， 加入していない）

・企業年金制度（ 有（制度名 ） ， 無 ）

・労働者持ちのチェーンソー等の損料；月額（ 円）その他（ 円）

・雇用管理の改善等に関する事項に係る相談窓口

部署名 担当者職氏名 （連絡先 ）

・その他（ ）

※以下は、「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合についての説明です。

労働契約法第 条の規定により、有期労働契約（平成 年 月 日以降に開始するもの）
の契約期間が通算５年を超える場合には、労働契約の期間の末日までに労働者から申込み
をすることにより、当該労働契約の期間の末日の翌日から期間の定めのない労働契約に転
換されます。ただし、有期雇用特別措置法による特例の対象となる場合は、無期転換申込
権の発生については、特例的に本通知書の「契約期間」の「有期雇用特別措置法による特
例の対象者の場合」欄に明示したとおりとなります。

以上のほかは、当社就業規則による。就業規則を確認できる場所や方法（ ）

※ 本通知書の交付は、労働基準法第１５条に基づく労働条件の明示、林業労働力の確保の促進に関する

法律第３１条に基づく雇用に関する文書の交付及び短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等

に関する法律（パートタイム・有期雇用労働法）第６条に基づく文書の交付を兼ねるものである。

※ 労働条件通知書については、労使間の紛争の未然防止のため、保存しておくことをお勧めします。
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（林業労働者用；常用、有期雇用型）

労働条件通知書

                                                                年 月 日
殿

事業主の氏名又は名称
事業場名称・所在地
使 用 者 職 氏 名
雇用管理責任者職氏名

あなたを次の条件で雇い入れます。

契約期間 期間の定めなし、期間の定めあり（ 年 月 日～ 年 月 日）
※以下は、「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合に記入
１ 契約の更新の有無

自動的に更新する・更新する場合があり得る・契約の更新はしない・その他（ ）
２ 契約の更新は次により判断する。

・契約期間満了時の業務量 ・勤務成績、態度 ・能力
・会社の経営状況 ・従事している業務の進捗状況
・その他（ ）

３ 更新上限の有無（無・有（更新 回まで／通算契約期間 年まで））
【労働契約法に定める同一の企業との間での通算契約期間が５年を超える有期労働契約の締結の場合】

本契約期間中に会社に対して期間の定めのない労働契約（無期労働契約）の締結の申込みをすること
により、本契約期間の末日の翌日（ 年 月 日）から、無期労働契約での雇用に転換することができ
る。この場合の本契約からの労働条件の変更の有無（ 無 ・ 有（別紙のとおり） ）

【有期雇用特別措置法による特例の対象者の場合】
無期転換申込権が発生しない期間： Ⅰ（高度専門）・Ⅱ（定年後の高齢者）
Ⅰ 特定有期業務の開始から完了までの期間（ 年 か月（上限 年））
Ⅱ 定年後引き続いて雇用されている期間

就業の場所 （雇入れ直後） （変更の範囲）

従事すべき

業務の内容

（雇入れ直後） （変更の範囲）
【有期雇用特別措置法による特例の対象者（高度専門）の場合】
・特定有期業務（ 開始日： 完了日： ）

始業、終業の

時刻、休憩時

間、就業時転

換 1 ～ 3
のうち該当す

るもの一つに

○を付けるこ

と。 、所定時

間外労働の有

無に関する事

項

１ 始業・終業の時刻等

1 始業（ 時 分） 終業（ 時 分）

【以下のような制度が労働者に適用される場合】

2 変形労働時間制等；（ ）単位の変形労働時間制・交替制として、

次の勤務時間の組み合わせによる。

始業（ 時 分） 終業（ 時 分） （適用日 ）

始業（ 時 分） 終業（ 時 分） （適用日 ）

始業（ 時 分） 終業（ 時 分） （適用日 ）

3 ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ制；始業及び終業の時刻は労働者の決定に委ねる。

（ただし、ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾀｲﾑ（始業） 時 分から 時 分、

（終業） 時 分から 時 分、

         ｺｱﾀｲﾑ        時 分から 時 分）

○詳細は、就業規則第 条～第 条、第 条～第 条、第 条～第 条

２ 休憩時間（ ）分

３ 所定時間外労働の有無（ 有、 無 ）

休 日 ・定例日；毎週 曜日、国民の祝日、その他（ ）

・非定例日；週・月当たり 日、その他（ ）

・１年単位の変形労働時間制の場合－年間 日

○詳細は、就業規則第 条～第 条、第 条～第 条

休 暇 １ 年次有給休暇 ６か月継続勤務した場合→ 日
継続勤務６か月以内の年次有給休暇 （有・無）
→ か月経過で 日
時間単位年休（有・無）

２ 代替休暇（有・無）
３ その他の休暇 有給（ ）

無給（ ）
○詳細は、就業規則第 条～第 条、第 条～第 条

（次頁に続く）
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賃 金 １ 基本賃金 イ 月給（ 円）、ロ 日給（ 円）

ハ 時間給（ 円）、

ニ 出来高給（基本単価 円、保障給 円）

ホ その他（ 円）

ヘ 就業規則に規定されている賃金等級等

２ 諸手当の額又は計算方法

イ（ 手当 円 ／計算方法： ）

ロ（ 手当 円 ／計算方法： ）

ハ（ 手当 円 ／計算方法： ）

ニ（ 手当 円 ／計算方法： ）

３ 所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率

イ 所定時間外、法定超 月６０時間以内（ ）％

月６０時間超 （ ）％

所定超 （ ）％

ロ 休日 法定休日（ ）％、法定外休日（ ）％

ハ 深夜（ ）％

４ 賃金締切日（ ）－毎月 日、（ ）－毎月 日

５ 賃金支払日（ ）－毎月 日、（ ）－毎月 日

６ 賃金の支払方法（ ）

７ 労使協定に基づく賃金支払時の控除（無 ，有（ ））

８ 昇給（ 有（時期、金額等 ） ， 無 ）

９ 賞与（ 有（時期、金額等 ） ， 無 ）

退職金（ 有（時期、金額等 ） ， 無 ）

退職に関す

る事項

１ 定年制 （ 有 （ 歳） ， 無 ）

２ 継続雇用制度（ 有（ 歳まで） ， 無 ）

３ 創業支援等措置（ 有（ 歳まで業務委託・社会貢献事業） ， 無 ）

４ 自己都合退職の手続（退職する 日以上前に届け出ること）

５ 解雇の事由及び手続

○詳細は、就業規則第 条～第 条、第 条～第 条

そ の 他 ・社会保険の加入状況（ 厚生年金 健康保険 その他（ ））

・雇用保険の適用（ 有 ， 無 ）

・中小企業退職金共済制度（林業退職共済制度を含む。）

（加入している ， 加入していない）

・企業年金制度（ 有（制度名 ） ， 無 ）

・労働者持ちのチェーンソー等の損料；月額（ 円）その他（ 円）

・雇用管理の改善等に関する事項に係る相談窓口

部署名 担当者職氏名 （連絡先 ）

・その他（ ）

※以下は、「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合についての説明です。

労働契約法第 条の規定により、有期労働契約（平成 年 月 日以降に開始するもの）
の契約期間が通算５年を超える場合には、労働契約の期間の末日までに労働者から申込み
をすることにより、当該労働契約の期間の末日の翌日から期間の定めのない労働契約に転
換されます。ただし、有期雇用特別措置法による特例の対象となる場合は、無期転換申込
権の発生については、特例的に本通知書の「契約期間」の「有期雇用特別措置法による特
例の対象者の場合」欄に明示したとおりとなります。

以上のほかは、当社就業規則による。就業規則を確認できる場所や方法（ ）

※ 本通知書の交付は、労働基準法第１５条に基づく労働条件の明示、林業労働力の確保の促進に関する

法律第３１条に基づく雇用に関する文書の交付及び短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等

に関する法律（パートタイム・有期雇用労働法）第６条に基づく文書の交付を兼ねるものである。

※ 労働条件通知書については、労使間の紛争の未然防止のため、保存しておくことをお勧めします。
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（林業労働者用；常用、有期雇用型）

労働条件通知書

                                                                年 月 日
殿

事業主の氏名又は名称
事業場名称・所在地
使 用 者 職 氏 名
雇用管理責任者職氏名

あなたを次の条件で雇い入れます。

契約期間 期間の定めなし、期間の定めあり（ 年 月 日～ 年 月 日）
※以下は、「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合に記入
１ 契約の更新の有無

自動的に更新する・更新する場合があり得る・契約の更新はしない・その他（ ）
２ 契約の更新は次により判断する。

・契約期間満了時の業務量 ・勤務成績、態度 ・能力
・会社の経営状況 ・従事している業務の進捗状況
・その他（ ）

３ 更新上限の有無（無・有（更新 回まで／通算契約期間 年まで））
【労働契約法に定める同一の企業との間での通算契約期間が５年を超える有期労働契約の締結の場合】

本契約期間中に会社に対して期間の定めのない労働契約（無期労働契約）の締結の申込みをすること
により、本契約期間の末日の翌日（ 年 月 日）から、無期労働契約での雇用に転換することができ
る。この場合の本契約からの労働条件の変更の有無（ 無 ・ 有（別紙のとおり） ）

【有期雇用特別措置法による特例の対象者の場合】
無期転換申込権が発生しない期間： Ⅰ（高度専門）・Ⅱ（定年後の高齢者）
Ⅰ 特定有期業務の開始から完了までの期間（ 年 か月（上限 年））
Ⅱ 定年後引き続いて雇用されている期間

就業の場所 （雇入れ直後） （変更の範囲）

従事すべき

業務の内容

（雇入れ直後） （変更の範囲）
【有期雇用特別措置法による特例の対象者（高度専門）の場合】
・特定有期業務（ 開始日： 完了日： ）

始業、終業の

時刻、休憩時

間、就業時転

換 1 ～ 3
のうち該当す

るもの一つに

○を付けるこ

と。 、所定時

間外労働の有

無に関する事

項

１ 始業・終業の時刻等

1 始業（ 時 分） 終業（ 時 分）

【以下のような制度が労働者に適用される場合】

2 変形労働時間制等；（ ）単位の変形労働時間制・交替制として、

次の勤務時間の組み合わせによる。

始業（ 時 分） 終業（ 時 分） （適用日 ）

始業（ 時 分） 終業（ 時 分） （適用日 ）

始業（ 時 分） 終業（ 時 分） （適用日 ）

3 ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ制；始業及び終業の時刻は労働者の決定に委ねる。

（ただし、ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾀｲﾑ（始業） 時 分から 時 分、

（終業） 時 分から 時 分、

         ｺｱﾀｲﾑ        時 分から 時 分）

○詳細は、就業規則第 条～第 条、第 条～第 条、第 条～第 条

２ 休憩時間（ ）分

３ 所定時間外労働の有無（ 有、 無 ）

休 日 ・定例日；毎週 曜日、国民の祝日、その他（ ）

・非定例日；週・月当たり 日、その他（ ）

・１年単位の変形労働時間制の場合－年間 日

○詳細は、就業規則第 条～第 条、第 条～第 条

休 暇 １ 年次有給休暇 ６か月継続勤務した場合→ 日
継続勤務６か月以内の年次有給休暇 （有・無）
→ か月経過で 日
時間単位年休（有・無）

２ 代替休暇（有・無）
３ その他の休暇 有給（ ）

無給（ ）
○詳細は、就業規則第 条～第 条、第 条～第 条

（次頁に続く）
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８．「休暇」の欄については、年次有給休暇は６か月間継続勤務し、その間の出勤率が８割以

上であるときに与えるものであり、その付与日数を記載すること。時間単位年休は、労使協

定を締結し、時間単位の年次有給休暇を付与するものであり、その制度の有無を記載するこ

と。代替休暇は、労使協定を締結し、法定超えとなる所定時間外労働が１箇月６０時間を超

える場合に、法定割増賃金率の引上げ分の割増賃金の支払に代えて有給の休暇を与えるも

のであり、その制度の有無を記載すること。

また、その他の休暇については、制度がある場合に有給、無給別に休暇の種類、日数（期

間等）を記載すること。

９．前記６、７及び８については、明示すべき事項の内容が膨大なものとなる場合においては、

所定時間外労働の有無以外の事項については、勤務の種類ごとの始業及び終業の時刻、休日

等に関する考え方を示した上、当該労働者に適用される就業規則上の関係条項名を網羅的

に示すことで足りるものであること。

10．「賃金」の欄については、基本給等について具体的な額を明記すること。ただし、就業規

則に規定されている賃金等級等により賃金額を確定し得る場合、当該等級等を明確に示す

ことで足りるものであること。

・ 法定超えとなる所定時間外労働については２割５分、法定超えとなる所定時間 外労

働が１箇月６０時間を超える場合については５割、法定休日労働については３割５分、深

夜労働については２割５分、法定超えとなる所定時間外労働が深夜労働となる場合につ

いては５割、法定超えとなる所定時間外労働が１箇月６０時間を超え、かつ、深夜労働と

なる場合については７割５分、法定休日労働が深夜労働となる場合については６割以上

の割増率とすること。

・ 破線内の事項は、制度として設けている場合に記入することが望ましいこと。ただし、

網掛けの事項は短時間労働者及び有期雇用労働者に関しては上記３のとおりであること。

11．「退職に関する事項」の欄については、退職の事由及び手続、解雇の事由等を具体的に記

載すること。この場合、明示すべき事項の内容が膨大なものとなる場合においては、当該労

働者に適用される就業規則上の関係条項名を網羅的に示すことで足りるものであること。

（参考） なお、定年制を設ける場合は、６０歳を下回ってはならないこと。

また、６５歳未満の定年の定めをしている場合は、高年齢者の６５歳までの安定

した雇用を確保するため、次の①から③のいずれかの措置（高年齢者雇用確保措

置）を講じる必要があること。加えて、高年齢者の６５歳から７０歳までの安定し

た就業を確保するため、次の①から⑤のいずれかの措置（高年齢者就業確保措置）

を講じるよう努める必要があること。

①定年の引上げ ②継続雇用制度の導入 ③定年の定めの廃止

④業務委託契約を締結する制度の導入 ⑤社会貢献事業に従事できる制度の導入

12．「その他」の欄については、当該労働者についての社会保険の加入状況及び雇用保険の適

用の有無のほか、労働者に負担させるべきものに関する事項、安全及び衛生に関する事項、

職業訓練に関する事項、災害補償及び業務外の傷病扶助に関する事項、表彰及び制裁に関す

る事項、休職に関する事項等を制度として設けている場合に記入することが望ましいこと。

中小企業退職金共済制度（林業退職共済制度を含む。）、企業年金制度（企業型確定拠出

年金制度・確定給付企業年金制度）により退職金制度を設けている場合には、労働条件とし

て口頭又は書面等により明示する義務があること。

「雇用管理の改善等に関する事項に係る相談窓口」は、事業主が短時間労働者及び有期雇

用労働者からの苦情を含めた相談を受け付ける際の受付先を記入すること。

13．各事項について、就業規則を示し当該労働者に適用する部分を明確にした上で就業規則を

交付する方法によることとした場合、具体的に記入することを要しないこと。

14．就業規則については、労働基準法により労働者への周知が義務付けられているものであり、

就業規則を備え付けている場所等を本通知書に記載する等して必要なときに容易に確認で

きる状態にする必要があるものであること。

＊ この通知書はモデル様式であり、労働条件の定め方によっては、この様式どおりと

する必要はないこと。 15

【記載要領】

１．労働条件通知書は、当該労働者の労働条件の決定について権限をもつ者が作成し、本人に

交付すること。

交付の方法については、書面による交付のほか、労働者が希望する場合には、ファクシミ

リを利用する送信の方法、電子メールその他のその受信をする者を特定して情報を伝達す

るために用いられる電気通信の送信の方法（出力して書面を作成できるものに限る）によっ

ても明示することができる。

２．各欄において複数項目の一つを選択する場合には、該当項目に○をつけること。

３．下線部、破線内及び二重線内の事項以外の事項は、書面の交付等の方法（上記１参照）に

より明示することが労働基準法により義務付けられている事項であること。また、退職金に

関する事項、臨時に支払われる賃金等に関する事項、労働者に負担させるべきものに関する

事項、安全及び衛生に関する事項、職業訓練に関する事項、災害補償及び業務外の傷病扶助

に関する事項、表彰及び制裁に関する事項、休職に関する事項については、当該事項を制度

として設けている場合には口頭又は書面等により明示する義務があること。

網掛けの事項は、短時間労働者及び有期雇用労働者に対して書面の交付等により明示する

ことがパートタイム・有期雇用労働法により義務付けられている事項であること。

４．労働契約期間については、労働基準法に定める範囲内とすること。

また、「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合には、契約の更新の有無及び

更新する場合又はしない場合の判断の基準（複数可）並びに更新上限の有無を明示すること。

労働契約法に定める同一の企業との間での通算契約期間が５年を超える有期労働契約の

締結の場合には、無期転換申込機会及び無期転換後の労働条件を明示すること。無期転換後

の労働条件を明示するに当たっては、本契約からの労働条件の変更の有無（変更がある場合

はその内容を含む。）を明示するか、本契約からの変更の有無にかかわらず明示すべき事項

ごとにその内容を明示すること。

（参考） 労働契約法第１８条第１項の規定により、期間の定めがある労働契約の契約期間

が通算５年を超えるときは、労働者が申込みをすることにより、期間の定めのない

労働契約に転換されるものであること。この申込みの権利は契約期間の満了日ま

で行使できること。 
５．「就業の場所」及び「従事すべき業務の内容」の欄については、雇入れ直後のもの及び将

来の就業場所や従事させる業務の変更の範囲を明示すること。

また、有期雇用特別措置法による特例の対象者（高度専門）の場合は、同法に基づき認定

を受けた第一種計画に記載している特定有期業務（専門的知識等を必要とし、５年を超える

一定の期間内に完了することが予定されている業務）の内容並びに開始日及び完了日も併

せて記載すること。なお、特定有期業務の開始日及び完了日は、「契約期間」の欄に記載す

る有期労働契約の開始日及び終了日とは必ずしも一致しないものであること。

６．「始業、終業の時刻、休憩時間、就業時転換、所定時間外労働の有無に関する事項」の欄

については、当該労働者に適用される具体的な条件を明示すること。また、変形労働時間制、

フレックスタイム制、裁量労働制等の適用がある場合には、次に留意して記載すること。

・変形労働時間制：適用する変形労働時間制の種類（１年単位、１か月単位等）を記載する

こと。その際、交替制でない場合、「・交替制」を＝で抹消しておくこと。

・ フレックスタイム制：コアタイム又はフレキシブルタイムがある場合はその時間帯の開

始及び終了の時刻を記載すること。コアタイム及びフレキシブルタイムがない場合、

かっこ書きを＝で抹消しておくこと。

・事業場外みなし労働時間制：所定の始業及び終業の時刻を記載すること。

・裁量労働制：基本とする始業・終業時刻がない場合、「始業··········を基本とし、」の部

分を＝で抹消しておくこと。

・交替制：シフト毎の始業・終業の時刻を記載すること。また、変形労働時間制でない場合、

「（ ）単位の変形労働時間制・」を＝で抹消しておくこと。

７．「休日」の欄については、所定休日について曜日又は日を特定して記載すること。1414



８．「休暇」の欄については、年次有給休暇は６か月間継続勤務し、その間の出勤率が８割以

上であるときに与えるものであり、その付与日数を記載すること。時間単位年休は、労使協

定を締結し、時間単位の年次有給休暇を付与するものであり、その制度の有無を記載するこ

と。代替休暇は、労使協定を締結し、法定超えとなる所定時間外労働が１箇月６０時間を超

える場合に、法定割増賃金率の引上げ分の割増賃金の支払に代えて有給の休暇を与えるも

のであり、その制度の有無を記載すること。

また、その他の休暇については、制度がある場合に有給、無給別に休暇の種類、日数（期

間等）を記載すること。

９．前記６、７及び８については、明示すべき事項の内容が膨大なものとなる場合においては、

所定時間外労働の有無以外の事項については、勤務の種類ごとの始業及び終業の時刻、休日

等に関する考え方を示した上、当該労働者に適用される就業規則上の関係条項名を網羅的

に示すことで足りるものであること。

10．「賃金」の欄については、基本給等について具体的な額を明記すること。ただし、就業規

則に規定されている賃金等級等により賃金額を確定し得る場合、当該等級等を明確に示す

ことで足りるものであること。

・ 法定超えとなる所定時間外労働については２割５分、法定超えとなる所定時間 外労

働が１箇月６０時間を超える場合については５割、法定休日労働については３割５分、深

夜労働については２割５分、法定超えとなる所定時間外労働が深夜労働となる場合につ

いては５割、法定超えとなる所定時間外労働が１箇月６０時間を超え、かつ、深夜労働と

なる場合については７割５分、法定休日労働が深夜労働となる場合については６割以上

の割増率とすること。

・ 破線内の事項は、制度として設けている場合に記入することが望ましいこと。ただし、

網掛けの事項は短時間労働者及び有期雇用労働者に関しては上記３のとおりであること。

11．「退職に関する事項」の欄については、退職の事由及び手続、解雇の事由等を具体的に記

載すること。この場合、明示すべき事項の内容が膨大なものとなる場合においては、当該労

働者に適用される就業規則上の関係条項名を網羅的に示すことで足りるものであること。

（参考） なお、定年制を設ける場合は、６０歳を下回ってはならないこと。

また、６５歳未満の定年の定めをしている場合は、高年齢者の６５歳までの安定

した雇用を確保するため、次の①から③のいずれかの措置（高年齢者雇用確保措

置）を講じる必要があること。加えて、高年齢者の６５歳から７０歳までの安定し

た就業を確保するため、次の①から⑤のいずれかの措置（高年齢者就業確保措置）

を講じるよう努める必要があること。

①定年の引上げ ②継続雇用制度の導入 ③定年の定めの廃止

④業務委託契約を締結する制度の導入 ⑤社会貢献事業に従事できる制度の導入

12．「その他」の欄については、当該労働者についての社会保険の加入状況及び雇用保険の適

用の有無のほか、労働者に負担させるべきものに関する事項、安全及び衛生に関する事項、

職業訓練に関する事項、災害補償及び業務外の傷病扶助に関する事項、表彰及び制裁に関す

る事項、休職に関する事項等を制度として設けている場合に記入することが望ましいこと。

中小企業退職金共済制度（林業退職共済制度を含む。）、企業年金制度（企業型確定拠出

年金制度・確定給付企業年金制度）により退職金制度を設けている場合には、労働条件とし

て口頭又は書面等により明示する義務があること。

「雇用管理の改善等に関する事項に係る相談窓口」は、事業主が短時間労働者及び有期雇

用労働者からの苦情を含めた相談を受け付ける際の受付先を記入すること。

13．各事項について、就業規則を示し当該労働者に適用する部分を明確にした上で就業規則を

交付する方法によることとした場合、具体的に記入することを要しないこと。

14．就業規則については、労働基準法により労働者への周知が義務付けられているものであり、

就業規則を備え付けている場所等を本通知書に記載する等して必要なときに容易に確認で

きる状態にする必要があるものであること。

＊ この通知書はモデル様式であり、労働条件の定め方によっては、この様式どおりと

する必要はないこと。 15

【記載要領】

１．労働条件通知書は、当該労働者の労働条件の決定について権限をもつ者が作成し、本人に

交付すること。

交付の方法については、書面による交付のほか、労働者が希望する場合には、ファクシミ

リを利用する送信の方法、電子メールその他のその受信をする者を特定して情報を伝達す

るために用いられる電気通信の送信の方法（出力して書面を作成できるものに限る）によっ

ても明示することができる。

２．各欄において複数項目の一つを選択する場合には、該当項目に○をつけること。

３．下線部、破線内及び二重線内の事項以外の事項は、書面の交付等の方法（上記１参照）に

より明示することが労働基準法により義務付けられている事項であること。また、退職金に

関する事項、臨時に支払われる賃金等に関する事項、労働者に負担させるべきものに関する

事項、安全及び衛生に関する事項、職業訓練に関する事項、災害補償及び業務外の傷病扶助

に関する事項、表彰及び制裁に関する事項、休職に関する事項については、当該事項を制度

として設けている場合には口頭又は書面等により明示する義務があること。

網掛けの事項は、短時間労働者及び有期雇用労働者に対して書面の交付等により明示する

ことがパートタイム・有期雇用労働法により義務付けられている事項であること。

４．労働契約期間については、労働基準法に定める範囲内とすること。

また、「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合には、契約の更新の有無及び

更新する場合又はしない場合の判断の基準（複数可）並びに更新上限の有無を明示すること。

労働契約法に定める同一の企業との間での通算契約期間が５年を超える有期労働契約の

締結の場合には、無期転換申込機会及び無期転換後の労働条件を明示すること。無期転換後

の労働条件を明示するに当たっては、本契約からの労働条件の変更の有無（変更がある場合

はその内容を含む。）を明示するか、本契約からの変更の有無にかかわらず明示すべき事項

ごとにその内容を明示すること。

（参考） 労働契約法第１８条第１項の規定により、期間の定めがある労働契約の契約期間

が通算５年を超えるときは、労働者が申込みをすることにより、期間の定めのない

労働契約に転換されるものであること。この申込みの権利は契約期間の満了日ま

で行使できること。 
５．「就業の場所」及び「従事すべき業務の内容」の欄については、雇入れ直後のもの及び将

来の就業場所や従事させる業務の変更の範囲を明示すること。

また、有期雇用特別措置法による特例の対象者（高度専門）の場合は、同法に基づき認定
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７．「休日」の欄については、所定休日について曜日又は日を特定して記載すること。14 15
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3 変形労働時間制

（1）１か月単位の変形労働時間制

40時間×変形期間内の暦日数÷７

（2）１年単位の変形労働時間制
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■振替休日と代休の相違点

意
味

要
件

賃
金

18

4 休憩

5 休日

【４週４日の変形休日制】

18
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【４週４日の変形休日制】
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7 時間外労働、休日労働

（1）労使協定（三六協定）

（2）時間外労働の上限規制

（3）災害など臨時の必要がある場合

（4）深夜業

20

6 勤務間インターバル制度
�勤務間インターバル���勤務終了後��
�時間��の�休息時間�を��る����
���の��時間���時間を確保する�の
�す���������に�����時間�
�������������の終業時刻��
��の始業時刻の間に��時間の休息を確保
する����業�の���務�し�����
�した��� �1� �� 1�����

��時間等��������������業 
�の���務�し���������を確保す
るために���終業��始業の時刻の��� 
を�め���す�

■勤務間インターバルを
導入した場合

通常の始業時刻■通常 勤務終了時刻

勤務勤務

【例:11時間の休息時間を確保するために始業時刻を後ろ倒しにする場合】

10時

始業

始業

勤務終了終業

8時23時21時17時8時

始業

始業時刻を
後ろ倒しに

残業

残業 休息時間(11時間)

休息時間(11時間)

勤務勤務 勤務間インターバル

始業時刻を
繰り下げ

終業始業 勤務終了

20
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■表１ 年次有給休暇の付与日数

■表２ 年次有給休暇の比例付与日数

22

8 年次有給休暇

（1）年次有給休暇の付与日数

＜全労働日に含めるもの＞

（2）パートタイム労働者の年次有給休暇

（3）年次有給休暇の時季変更と計画的
付与

（4）時間単位付与

（5）有給休暇の取得義務化

（6）有給休暇の時効

22
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（3）全額払いの原則
��������������������

��������������������
��������������������
�����������

（4）毎月１回以上の原則
�������������������

���

（5）一定期日払いの原則
�������������������

������������������������
����������������
�������������������

��������������������
��������������������
������

4　休業手当

5 割増賃金
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■割増賃金率表
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24

1 賃金とは

2 賃金の決定に当たって注意する事項

3 賃金支払いの原則

（1）通貨払いの原則
（2）直接払いの原則

４

賃
金

4 賃金４ 賃金

24
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24

1 賃金とは

2 賃金の決定に当たって注意する事項

3 賃金支払いの原則

（1）通貨払いの原則
（2）直接払いの原則

４

賃
金

4 賃金

ついては 50% 以上の割増賃金を支払わなけれ
ばなりません。なお、労使協定の締結により、
法定割増賃金率の引上げ分の割増賃金の支払
については有給の休暇（年次有給休暇とは別
です。）の付与に代えることができます。
　また、割増賃金計算に当たって基礎となる
賃金には、家族手当、通勤手当など厚生労働
省令に定める賃金は算入しなくても差し支え
ないとされています（労働基準法施行規則第
21 条）。

（※ 1）25% を超える率とするよう努めることが必要です。
（※ 2）�事業場で労使協定を締結すれば、法定割増賃金率の引上げ分（例：25% から 50% に引き上げた差の 25% 分）の割増賃

金の支払に代えて、有給休暇を付与する制度（代替休暇制度）を設けることができます。

25
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■労災保険メリット制度

（2）雇用保険
① 適用を受ける事業

② 適用を受ける労働者（被保険者）

③ 給付日数

2 社会保険

（1）健康保険

① 強制適用事業所

雇用保険の適用

26

1 労働保険
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② 適用を受ける労働者（労働基準法第９条）
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③ 保険給付（労災保険法第 12 条の８、21 条）
����の�������������

�������
��������������������
��������������������
��������������������
���������
����の�������������

�������
������������������������
������������������������
�������

④ 特別加入（労災保険法第 33 条）
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■労災保険率表
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�� 21 ����������������� 1�000 �の ��
�� 02 � 0� �� 1�000 �の 52
�の�の�� 90 船舶所有者の事業 1�000 �の 42
��� 2� ��� 1�000 �の 37
建設事業 �1 ��������������� 1�000 �の 34
��� �7 ���� 1�000 �の ���
��� 71 �������� 1�000 �の �
��� �� ��������� 1�000 �の ���
�の�の�� �� ���������������� 1�000 �の �
�の�の�� �� ������������� 1�000 �の 2��

５

労
働
保
険
・
社
会
保
険

5 労働保険・社会保険５ 労働保険・社会保険
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■労災保険率表

��の���� ���� ��の�� ����
�� 21 ����������������� 1�000 �の ��
�� 02 � 0� �� 1�000 �の 52
�の�の�� 90 船舶所有者の事業 1�000 �の 42
��� 2� ��� 1�000 �の 37
建設事業 �1 ��������������� 1�000 �の 34
��� �7 ���� 1�000 �の ���
��� 71 �������� 1�000 �の �
��� �� ��������� 1�000 �の ���
�の�の�� �� ���������������� 1�000 �の �
�の�の�� �� ������������� 1�000 �の 2��

５

労
働
保
険
・
社
会
保
険

5 労働保険・社会保険

27



29

3 中小企業退職金共済制度

（1）林業退職金共済制度（林退共）

① 加入できる事業主は

② 対象になる労働者は

③ 一人親方は

④ 掛金は

⑤ 制度間の移動通算は

（2）一般の中小企業退職金共済制度
（中退共）

28

② 任意適用事業所

（2）年金
■国民年金の概要

① 第１号被保険者

② 第２号被保険者

③ 第３号被保険者

■厚生年金保険
① 適用事業所・任意適用事業所

② 被保険者の範囲

（3）介護保険

① 第１号被保険者

② 第２号被保険者

（4）後期高齢者医療制度

　パートタイム労働者については、その事業
所と常用的雇用関係にあるかどうかにより個
別に判断されますが、1 週間の所定労働時間及
び 1 か月の所定労働日数が一般従業員のおお
むね 4 分の 3 以上になる場合は、健康保険及
び厚生年金保険の被保険者となります。
　平成28年10月～令和6年10月の法改正で、
①所定労働時間が週 20 時間以上、②月額 8.8
万円以上（年収 106 万円以上）、③勤務期間 2
か月以上、④学生以外、⑤従業員 51 人以上の
企業、の条件を全て満たす短時間労働者は、健
康保険・厚生年金保険が適用されています。

28



29

3 中小企業退職金共済制度

（1）林業退職金共済制度（林退共）

① 加入できる事業主は

② 対象になる労働者は

③ 一人親方は

④ 掛金は

⑤ 制度間の移動通算は

（2）一般の中小企業退職金共済制度
（中退共）

28

② 任意適用事業所

（2）年金
■国民年金の概要
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（3）介護保険

① 第１号被保険者

② 第２号被保険者

（4）後期高齢者医療制度

林業退職金共済制度について
https://www.rintaikyo.taisyokukin.go.jp/seido/index.html
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1 安全衛生管理体制

（1）労働者への安全衛生の配慮
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（3）必要な資格等
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6 安全衛生及び健康管理６ 安全衛生及び健康管理
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6 安全衛生及び健康管理
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3 伐木作業等における危険防止（労働安全衛生法第21条）

（1）伐木造材等の作業について、事業
者は労働者の危険を防止するた
め、以下の措置を講ずる必要があ
ります。

受け口
追い口

切り残し
の幅

胸高直径

伐根直径

切り残し
（つる）

伐倒方向

32

又は架線集材
機械の運転業務

 
 

（5）定期自主検査及び特定自主検査

2 健康管理  

（1）労働者の健康の維持・増進

（2）雇い入れ時及び一般健康診断の実施

（3）特殊健康診断について

（4）事後措置について

（5）面接指導
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第484条（保護帽の着用）

第485条（下肢の切創防止用保護衣の用）

（図７）下肢の切創防止用保護衣

「厚生労働省ホームページ「伐木作業・林業に
おける安全対策」（https://www.mhlw.go. 
jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000207439_ 
00003.html）より引用」

墜落制止用器具（安全帯）に関して
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（図６）立入禁止の範囲
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ことにより労働者に危険が生ずる恐
れのあるところには、当該かかり木
の処理の作業に従事する労働者以外
の労働者を立入らせてはならない。

第 482条（修羅による集材又は運材作
業における危険の防止）
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第483条（悪天候時の作業禁止）
��業������������の�
��の������の�業の����
�����������������
業����������������

���

���

34



35

第484条（保護帽の着用）

第485条（下肢の切創防止用保護衣の用）

（図７）下肢の切創防止用保護衣

「厚生労働省ホームページ「伐木作業・林業に
おける安全対策」（https://www.mhlw.go. 
jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000207439_ 
00003.html）より引用」

墜落制止用器具（安全帯）に関して

34

第479条（伐倒の合図）
���業�����の�業�����

����������の����
�����業���������
��������������

���業�����の�業�����
���������の��の�業
����������������
��の��������の���
���������������
����������������

����の��の�業�������
�����の��������の
���������������
����の����������
���������������
�������

第480条（造材作業における危険の防止）
���業����材の�業�����

�����業����������
���������������
����り����業�����
������������の��
������������の��
��������業������
���������������
�の�������������
������������の��
��������������

����の�業����������
��の������������
��

第481条（立入禁止）
���業�����������り�

の���������の�業��
������������業��
�����の���������
の�業�������������
�の�������������
���の�����������
�������������の�
���������������
�������

���業�����の�業�����
���������������
���������������
���������������
��の��の���������
��������の������
の���������������
����

（図６）立入禁止の範囲
�������の��の��の�

�����の���

�����������������
�の��の��������り���
������������の�����
���業����������の��
��������の��������
����

���業�����り�の��の作業
���������り�����る
ことにより労働者に危険が生ずる恐
れのあるところには、当該かかり木
の処理の作業に従事する労働者以外
の労働者を立入らせてはならない。
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■架線集材機械

■機械集材装置及び運材索道

■簡易架線集材装置
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4 振動障害の防止対策

5 林業リスクアセスメント

36

���������� ��� �� ����
����

�����������������
����������������
め���������������
��た������������
��め�������������
��������������

������������������
����������������
����������������

������
����������������
����������������

�������
����������た�����

��������������
�����������������

めた����前項第２号から第４
号までの事項について関係労働者
に周知させなければならない。

車両系木材伐出機械

（2）機械集材装置、運材索道及び簡易
架線集材装置を設置したり、これに
よる作業を行うときは、労働者の危
険を防止するため、以下の措置を講
ずる必要があります。
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（3）林業現場には、労働力の高齢化や
人手不足を踏まえ、次の車両系木材
伐出機械が導入されており、労働安
全衛生規則において作業方法、特別
教育など事業者が講ずべき具体的措
置が以下のとおり定められています。

■車両系木材伐出機械

���������� ��� �� ��
������� ��� �� ��������

■伐木等機械
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（3）林業現場には、労働力の高齢化や
人手不足を踏まえ、次の車両系木材
伐出機械が導入されており、労働安
全衛生規則において作業方法、特別
教育など事業者が講ずべき具体的措
置が以下のとおり定められています。

■車両系木材伐出機械
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■伐木等機械
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■走行集材機械
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　労働安全衛生規則第 612 条の 2 が令和 7 年
6 月 1 日に施行され、事業者に対し以下 2 点の
熱中症対策を講ずることが義務付けられました。
　① �熱中症による健康障害を防止するために講

ずるべき体制整備と関係作業者への周知

 　�　振動工具の操作に当たっては、操作時間を
厳守し、他の作業と組み合わせるなど適切
な作業計画に基づいて行うこと。また、防振
保護具や防音保護具の使用を徹底すること

　② �熱中症による健康障害を防止するために
講ずるべき措置の実施手順の作成と関係
作業者への周知

6　熱中症対策の強化
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39

（6）セクシュアルハラスメント及び
マタニティハラスメントの防止等

　なお、派遣先で就業する派遣労働者につ
いては、派遣先も事業主とみなして、ハラス

 

メント防止措置義務等が適用されます。また、
法改正及び厚生労働省が定める指針の改正
により、上記に加えて、事業主・労働者は以
下の事項に努めることが明確化されました。

38

1 女性 

（1）産前産後の休業等

（2）妊産婦等の就業の制限

（3）育児時間

（4）生理日の就業が著しく困難な女性
について

（5）男女雇用機会均等法による規制

７

女
性

7 女性７ 女性
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７

女
性

7 女性
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（3）有期雇用労働者の場合
 

有期雇用者
の

（4）時間外労働・深夜業の制限

（5）所定労働時間の短縮

（6）所定外労働の免除

（7）子の看護等休暇

（8）介護休暇

40
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（7）女性活躍推進法
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更に、①について、従来の１項目以上の公表
に加え、「男女の賃金の差異」の情報公表が必
須とされました（令和５年７月８日施行）。
������の����に�す������ 
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また、行動計画の届出を行い、女性の活躍推
進に関する取組の実施状況が優良な企業につい
ては、申請により、厚生労働大臣の認定を受け
ることができます。認定を受けた企業は、厚生
労働大臣が定める認定マークを商品などに付す
ることができます。

2軆育児・介護休業法の概要

　育児休業とは、労働者が 1 歳に満たない子を
養育するための休業です。事業主は、労働者か
ら申出があった場合は、子 1 人に付き原則 2 回
まで、育児休業を取得させなければなりません。
　更に、令和 4 年 10 月から出生時育児休業（産
後パパ育休）が創設され、育児休業とは別に子
の出生後 8 週間以内に 4 週間まで取得可能と
なりました。
　また、子が 1 歳を超えても休業が必要と認
められる一定の場合（例えば、保育所に入所を
希望しているが入所できない場合など）には、
労働者は、子が 1 歳 6 か月に達するまで（1
歳 6 か月でも入所できなければ 2 歳まで）休
業することができます。
　また、父母がともに育児休業を取得するなど
一定の要件を満たした場合は、子が 1 歳 2 か
月に達するまでの間に 1 年間の育児休業が取
得できます。

　更に、令和元年の同法の改正により、令和 4
年 4 月 1 日より、一般事業主行動計画の策定・
届出義務及び自社の女性活躍に関する情報公表
の義務の対象が、常時雇用する労働者が 301 人
以上から 101 人以上の事業主に拡大されまし
た。
　また、令和 2 年 6 月 1 日より、常時雇用す
る労働者が 301 人以上の事業主は、情報公表
項目について、①職業生活に関する機会の提供
に関する実績、②職業生活と家庭生活との両立
に資する雇用環境の整備に関する実績の各区
分から 1 項目以上公表することとされました。
　加えて、同じく令和２年６月１日から、女性
の活躍推進に関する状況等が優良な事業主の
方への認定（えるぼし認定）よりも水準の高い

「プラチナえるぼし」認定が創設されました。
　更に、情報公表項目①職業生活に関する機会
の提供に関する実績について、従来の１項目以
上の公表に加え、「男女の賃金の差異」の情報
公表が必須とされました（令和５年７月８日施
行）。
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また、行動計画の届出を行い、女性の活躍推
進に関する取組の実施状況が優良な企業につい
ては、申請により、厚生労働大臣の認定を受け
ることができます。認定を受けた企業は、厚生
労働大臣が定める認定マークを商品などに付す
ることができます。

2軆育児・介護休業法の概要

　それぞれ下記の表の条件を満たす有期雇用
労働者については、育児・介護休業の対象と
なります。

育児休業 介護休業

子が 1 歳 6 か月に
達する日までに労
働契約期間が満了
し、更新されない
ことが明らかでな
いこと。

介護休業開始予定
日から起算して 93
日経過日から 6 か
月を経過する日ま
でに労働契約期間
が満了し、更新さ
れないことが明ら
かでないこと。

　小学校３年生終了までの子を養育する労働者
から申出があった場合、対象の子が１人なら年
５日、２人以上なら年 10 日、休暇を取得させ
なければなりません。子の負傷や疾病以外にも
予防接種・健康診断や感染症に伴う学級閉鎖、
入園（入学）式・卒園式の目的でも子の看護等
休暇は取得できます。

　小学校就学前の子を養育する労働者又は家族
介護を行う労働者から申出があった場合、その
労働者を、所定労働時間を超えて労働させては
なりません。
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（1）雇い入れ時の労働条件の明示

（2）就業規則の作成・変更時の意見聴
取努力義務

（3）短時間・有期雇用労働者と通常の
労働者との間の不合理な待遇の相
違の禁止

（4）通常の労働者と同視すべき短時間・
有期雇用労働者の差別的取扱禁止

（5）賃金決定時の努力義務

（6）教育訓練

（7）福利厚生

42

1 パートタイム・有期雇用労働法

８

パ
ー
ト
タ
イ
ム
・
有
期
雇
用
労
働
法
・
労
働
者
派
遣
法

8 パートタイム・有期雇用労働法・
    労働者派遣法
８ �パートタイム・有期雇用労働法・ 

労働者派遣法
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2 有期雇用労働者の無期転換制度

（1）有期雇用の無期雇用への転換制度

（2）無期転換後の労働条件

44

（8）通常の労働者への転換の推進

（9）待遇についての説明義務の強化

（10）行政による履行確保、紛争解決
制度等

46



45

2 有期雇用労働者の無期転換制度

（1）有期雇用の無期雇用への転換制度

（2）無期転換後の労働条件

44

（8）通常の労働者への転換の推進

（9）待遇についての説明義務の強化

（10）行政による履行確保、紛争解決
制度等

47

https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/keiyaku/kaisei/dl/h240829-01.pdf


47

（2）紹介予定派遣
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3 労働者派遣

（1）労働者派遣とは

（3）無期転換制度の特例
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3 労働者派遣

（1）労働者派遣とは

（3）無期転換制度の特例
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4 派遣労働者の均等・均衡待遇の確保（令和２年４月１日施行）

（1）派遣先による派遣元に対する待遇
に関する情報提供義務

（2）派遣労働者の均等・均衡待遇

（3）職務内容等を勘案した賃金の決定

48

ロ）派遣労働者個人単位

ハ）期間制限の例外

ニ）クーリング期間

（4）派遣労働者の均等待遇の推進にお
ける派遣先の講ずべき措置
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51

「同一労働同一賃金ガイドライン」の概要
（短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する不合理な待遇の禁止等に関する指針）

同一労働同一賃金の中小企業での施行（令和 3 年 4 月 1 日）
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（4）就業規則作成・変更に当たっての
意見聴取努力義務
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（5）待遇に関する説明義務の強化（派
遣法第31条の２）
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「同一労働同一賃金ガイドライン」の概要
（短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する不合理な待遇の禁止等に関する指針）
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パートタイム・有期雇用労働法等対応状況チェックツール

パートタイム・有期雇用労働法対応のための取組手順書
https://www.mhlw.go.jp/content/001133569.pdf
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パートタイム・有期雇用労働法等対応状況チェックツール
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�の������の���������す�

る������������������の�
�の��り�す�
① 労働基準法上等の解雇制限

������������������

��り��する������の� �� 
日間の解雇

���������������の��
　　������の� �� �間の�� 
�����の����������する
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9 解雇・退職等
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９ 解雇・退職等
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② 解雇回避努力義務の履行
��の�めの������に�����

�������������������
�を������
��������の�������の���

�����の�����������に���
����を����ための�������
����������に��������
�を���������������

③ 被解雇者選定の合理性
����ための�����合�����

�����合�������������
����������を�������場
合���の����合���������

④ 手続の妥当性
����に��������に����

�������������������
���合���し������を����
に��の������に��������
������������を��ための�
�を�����������の��を�た
し���������������

【有期雇用の雇止め】
��の�めの������������の

��に�����に������を����
����の���し�し������� ���
�������������を��した場合
������の��の����に�����
のに����������を��した場合に
���の��め�����に合�����を
���������������め����
������の������の������

������の�������した�の�し
��������し�した�

� ��に������た������の
��の�めの�������の��め
�������の���������
������め���場合�

� ���に����������の��
�����に�の������に��
�������の�������に�
��合��������場合�

�に���������した������ 
����に����の�めの������� 
�����に�����場合に������ 
��を����し����めに���の� 
�����した�����場������ 
�������������に���������� 
の���合��に��������に��場
合に��������の��������し
た������������ ������������ 
���の��の������た������ 
��に������た��������
���������の�������に� 

������の�を��し������
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⑤ 個別労働紛争解決法上の解雇制限

⑥ 公益通報者保護法による解雇制限

（2）解雇の予告
【解雇予告制度】

【解雇予告除外認定】

【解雇予告の特例】

【整理解雇の解雇権濫用の判断基準】

① 人員整理の必要性

　労働基準法第 20 条第 1 項「ただし使用者は
天災事変によって事業の継続が不可能となっ
た場合」には、事前に所轄労働基準監督署長
の解雇予告除外認定（労働基準法第 20 条第 3
項）を受ければ、即時解雇することが可能です。
　また、同項は「労働者の責に帰すべき事由」
によって解雇する場合にも、所轄労基署長の
解雇予告除外認定を受ければ、使用者は、解
雇予告を行わずに即時解雇できるとしていま
す。この労働者の責めに帰すべき事由による
解雇であって解雇予告除外認定が認められる 
場合については、通達（昭 23.11.11 基発
1637 号、昭 31,3, 1 基発 111 号）は以下の 
事由を例示しています。

58



57

② 解雇回避努力義務の履行
��の�めの������に�����

�������������������
�を������
��������の�������の���

�����の�����������に���
����を����ための�������
����������に��������
�を���������������

③ 被解雇者選定の合理性
����ための�����合�����

�����合�������������
����������を�������場
合���の����合���������

④ 手続の妥当性
����に��������に����

�������������������
���合���し������を����
に��の������に��������
������������を��ための�
�を�����������の��を�た
し���������������

【有期雇用の雇止め】
��の�めの������������の

��に�����に������を����
����の���し�し������� ���
�������������を��した場合
������の��の����に�����
のに����������を��した場合に
���の��め�����に合�����を
���������������め����
������の������の������

������の�������した�の�し
��������し�した�

� ��に������た������の
��の�めの�������の��め
�������の���������
������め���場合�

� ���に����������の��
�����に�の������に��
�������の�������に�
��合��������場合�

�に���������した������ 
����に����の�めの������� 
�����に�����場合に������ 
��を����し����めに���の� 
�����した�����場������ 
�������������に���������� 
の���合��に��������に��場
合に��������の��������し
た������������ ������������ 
���の��の������た������ 
��に������た��������
���������の�������に� 

������の�を��し������

56

⑤ 個別労働紛争解決法上の解雇制限

⑥ 公益通報者保護法による解雇制限

（2）解雇の予告
【解雇予告制度】

【解雇予告除外認定】

【解雇予告の特例】

【整理解雇の解雇権濫用の判断基準】

① 人員整理の必要性
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解 雇 � � � � � 

              � 

  

当社が、   年   月   日付け��なたに��した解雇に��ては、

��の��による�の��ること���し��� 

             

                      年   月   日 

������は��

� � � � � � 

�解雇�����、� 

� ��その他����な���（具体的には、 

         によって当社の��の��が���となったこと。）による解雇

� �����当社の��（具体的には、当社が、 

                         となったこと。）による解雇

� ����に��る��な����（具体的には、�なたが 

                           したこと。）による解雇

� ��に��ては��な��（具体的には、�なたが 

                           したこと。）による解雇

� �����は����が����ること（具体的には、�なたが 

                           したこと。）による解雇

６ その他（具体的には、 

                                ）による解雇

�� �当�る�のに��付け、具体的な����（ ）の�に���ること� 
�� ����の�����付け��て�る���に��ては、��解雇��の���に�

����、当�����に����た解雇の��の��、�当�る�の����ること。 

58

3 退職等

（1）退職 （2）労働契約期間の満了

（3）定年
原則として、定年はその年齢に達したとき

に、自動的に労働関係が終了するという制度
ですので、解雇の問題等は生じません。
なお、定年年齢については、高年齢者雇用

安定法で60歳未満は違法となり、希望者全
員65歳までの雇用確保義務が使用者に課さ
れています。

4 労働関係終了に伴う手続き

（1）退職時等の証明

（2）賃金の支払い、及び金品の返還
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3 法令及び労働協約との関係

4 就業規則の届出

5 就業規則の周知

6 就業規則の効力

7 就業規則の変更

60

1 就業規則を定めることの意義

2 就業規則の作成

　
　
就
業
規
則

10

10 就業規則10 就業規則
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3 法令及び労働協約との関係

4 就業規則の届出

5 就業規則の周知

6 就業規則の効力

7 就業規則の変更

60

1 就業規則を定めることの意義

2 就業規則の作成

　
　
就
業
規
則
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10 就業規則
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④  対象高年齢者等

⑤  対象事業主
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1 高年齢者等の雇用

（1）定年
��の���す���に���の����0�

���������������������
�������
�������������の������

����に������す�

（2）70 歳までの就業機会の確保
（努力義務）

�����の��������に������
���0���の�������す�����
���������������の����の
���������������������
���������������������
①  70 歳までの定年引き上げ
②  定年制の廃止
③  70 歳までの継続雇用制度（再雇用制度・

勤務延長制度）の導入
④  70 歳まで継続的に業務委託契約を締結す

る制度の導入
⑤  70 歳まで継続的に以下の事業に従事でき

る制度の導入
����������す�������
������������������す�
�����������

���������������������
�す�

（3）高年齢者雇用確保措置
��������に�����������

����の������������の���
����0����������������
���す����す�
���の����������������

り������に��の��の����に��
�������の�������り�す�
�に����す��������す�����

��������の��後���0������
����す������す����������
�������す��������������
��す�����������す�����の

���������に��������の�� 
�に������������������� 
��す���������� 10 �の������
�������の���に�������す

���に��������の����の��� 
���の���������������す� 
�����す������す�����り�す�
�後に����������に����す�� 

��す���の�������の������ 
�����の��������の������ 
�り�す�

（4）高年齢者等の再就職の援助
① 再就職援助措置

�����の��に�す����に���
の�����に�り��す������に��
��の�����������������
��す�
�����に�す������
������������の����
��������の�����

②  多数離職届
��の���に����1����に��

��の���������に�り��す��
���������������に�す��
���������に��������り�
���

③  求職活動支援書の作成・交付義務
����の���の����に�り��す

������������������に�
������す��������������
�������に��������り���
�����������1����
�の���������に����の��

�����������の��������
�の��������に�す������す
���������す�

　
　
高
年
齢
者
等
の
雇
用
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11 高年齢者等の雇用11 高年齢者等の雇用
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13

労
働
基
準
関
係
法
令
違
反

1 労働基準関係法令違反

（1）刑事責任

（2）民事責任

（3）労災責任

（4）労働基準関係法令送検に係る公表
制度

13 労働基準関係法令違反

64

1 パワハラ防止策の義務化

（1）「パワハラ防止法」の施行

（2）パワハラの定義

（3）パワハラの６類型

（4）求められる措置

12 労働施策総合推進法の施行

12

労
働
施
策
総
合
推
進
法
の
施
行

　令和 2 年 6 月に施行された改正労働施策総
合推進法（以下労推法）は、別名「パワハラ（パ
ワーハラスメント）防止法」とも呼ばれるよう
に、企業のパワハラ防止対策について定めてい
ます。
　労推法第 30 条の 2 第 1 項では、「事業主は、
職場において行われる優越的な関係を背景とし
た言動であって、業務上必要かつ相当な範囲を
超えたものによりその雇用する労働者の就業環
境が害されることのないよう、当該労働者から
の相談に応じ、適切に対応するために必要な体
制の整備その他の雇用管理上必要な措置を講じ
なければならない」と定めています。雇用管理
上必要とされる具体的な措置については、厚生
労働省が策定した「パワハラ指針」に記載され
ています。
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12 労働施策総合推進法の施行
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13 労働基準関係法令違反
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林業労働力の確保の促進に関する基本方針について

資 料

      

資
料

「林業労働⼒の確保の促進に関する基本⽅針」の変更について

1．「林業労働⼒の確保の促進に関する基本⽅針」について
「林業労働⼒の確保の促進に関する基本⽅針」（以下「基本⽅針」という。）は、「林業労働⼒の確保

の促進に関する法律」（平成 8 年法律第 45 号）第 3 条第 3 項の規定に基づき、農林⽔産⼤⾂及び厚⽣
労働⼤⾂が定めるものです。

基本⽅針は、
（1）林業における経営及び雇⽤の動向に関する事項
（2）林業労働⼒の確保の促進に関する基本的な⽅向
（3）事業主が⼀体的に⾏う雇⽤管理の改善及び事業の合理化を促進するための措置に関する事項
（4）新たに林業に就業しようとする者の就業の円滑化のための措置に関する事項
（5）その他林業労働⼒の確保の促進に関する重要事項
について定めるものとされており、情勢の推移により必要が⽣じたときは、変更するものとされて

います。
令和 4 年 10 ⽉ 5 ⽇付けで、基本⽅針を変更しました。

2．変更の概要
今回の変更は、令和 3 年 6 ⽉に閣議決定された森林・林業基本計画や情勢の推移を踏まえ、林業労

働⼒の確保を図るため、林業従事者が⽣きがいをもって働ける魅⼒ある職場づくりを推進することと
し、以下のような内容について新たに定めています。
（1）「新しい林業」の実現に必要な造林や ICT 等の知識や技術、技能を持つ⼈材の確保・育成
（2）�極めて⾼い労働災害の発⽣状況の改善に向けた、伐⽊作業や⼩規模経営体の安全対策強化、⾼

性能林業機械等の導⼊・開発促進
（3）地域の実態に応じた林業への新規参⼊等多様な担い⼿の確保
（4）⼥性の活躍・定着の促進、外国⼈材の受⼊れ等

林業労働力の確保の促進に関する基本方針（令和 4 年 10 月 26 日公表）

はじめに
「林業労働力の確保の促進に関する法律（平成８年法律第 45 号）」（以下「労確法」という。）の制定

に伴い平成８年に策定した基本方針を平成 22 年に変更して以降、基本方針に基づく林業労働力の確保
の促進に向けた取組等により、林業労働者の雇用管理の改善及び事業の合理化を促進する意欲及び能
力を備えた認定事業主（労確法第５条に基づき都道府県の認定を受けた事業主）は増加傾向で推移し、
平成 22 年の 1,904 者から令和２年には 2,234 者に増加した。また、通年雇用化や月給制の導入、社
会保険等の加入も拡大するとともに、労働災害も減少傾向で推移し、雇用管理の改善が図られてきた。

林業労働者の人材の確保・育成に関しては、平成 15 年度から開始した「緑の雇用」事業による取組
により、平成 22 年度から令和３年度末までに 1.1 万人を超える新規就業者に対する林業に関する知識・
技術の習得のための研修を実施し、平成 22 年の変更の柱であるキャリア形成については、約５千人の
現場作業の要となる現場責任者等を育成してきた。また、平成 25 年度より開始した林業大学校等で学
ぶ学生への給付金による支援により、令和２年度までに約１千人を林業への就業につなげてきた。さ

資 料
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資
料 らに、平成 24 年度より開始した施業集約化を担う森林施業プランナーの育成支援により約 2.5 千人

を育成してきた。これら人材の確保・育成に向けた取組に加え、路網の整備や高性能林業機械の導入
等も進み、木材の国内生産量は、令和２年には平成 22 年の 1.6 倍に当たる 31,149 千㎥に増加する
とともに、主間伐ともに生産性が向上（平成 22 年度：主伐 5.00、間伐 3.45、令和２年度：主伐 6.67、
間伐 4.35（㎥ / 人日））し、林業労働者の所得の向上も図られてきた。

一方、我が国の総人口は平成 20 年にピークを迎えて減少局面に転じ、令和２年１月には、日本人人
口の減少幅（前年同月比）が初めて 50 万人を超えた。生産年齢人口も減少しており、人手不足や国内
市場の縮小など社会経済の活力低下が懸念されている。

このような中、林業労働者は減少傾向で推移し、特に造林作業を担う労働者の減少が顕著となった。
その主な要因として経験や能力が反映されない林業労働者の所得の状況や、他産業と比べて極めて高
い水準にある労働災害の発生状況が考えられる。全産業分野において人手不足の傾向が続いている中、
これらの改善について、引き続き強力に進めていく必要がある。

令和３年に入り、新型コロナウイルス感染症の世界的な蔓延を背景に世界的な木材需要の高まりや
物流の混乱により、国内への製材品等の輸入量が減少し、木材価格は高騰し、国内の木材需要の高ま
りが見られる状況となった。加えて、ロシアによるウクライナ侵略を巡る情勢から、世界の木材需要
が不安定な要素を有する中、より一層の国産材の安定供給・安定需要の確保に取り組むことを通じて、
海外市場の影響を受けにくい木材需給構造を構築することが重要となっている。

今後の林業労働力確保の施策展開に当たっては、前回の基本方針変更後のこうした成果や情勢変化
等を十分に踏まえていく必要がある。

１．林業における経営及び雇用の動向に関する事項
（1）森林・林業を取り巻く情勢

我が国においては、森林が国土の約７割を占めており、世界的に持続可能な森林経営についての
関心が高まっている中で、森林・林業の役割に対する国民の期待が高まっている。

国民が森林に期待する働きとしては、地球温暖化の防止への貢献、山崩れや洪水等の災害の防止、
水源の涵

かん

養等多様なものがある。これらの機能を持続的に発揮させていくためには、将来にわたり、
森林を適切に整備及び保全していくことが必要である。

また、我が国の森林の約４割を占める人工林の資源状況をみると、利用可能な森林資源が充実し
つつあることから、国産材原木等の安定供給に対する木材産業等の期待の高まりに対して、林業が
これに的確に応え、木材利用による二酸化炭素の排出抑制、炭素貯蔵を通じ、地球環境や人類にとっ
て極めて重要な課題であるパリ協定下における温室効果ガス排出削減目標の達成のみならず、森林
の有する多面的機能の発揮を通じ、社会経済生活の向上とカーボンニュートラルに寄与する「グリー
ン成長」を実現していくことが重要である。

このような状況において、近年、主伐面積は増加傾向にある一方で、再造林面積は３～４割程度
にとどまっている。本格的な利用期を迎えた人工林については、引き続き適切な間伐や主伐後に必
要な更新を図ることで、資源として循環利用を図りつつ、多様化する森林に対する国民のニーズを
踏まえ、地域の実情に応じて、様々な生育段階や樹種から構成される森林がバランス良く配置され
た望ましい森林の姿に誘導することが必要である。

（2）事業主の現状と課題
令和２年の農林業センサスによれば、素材生産量の約８割は受託又は立木買いにより行われてお

り、その林業経営体数は約 2,700 で減少傾向にある。一方で、我が国の素材生産量及び再造林面積
は増加していることから、１経営体当たりの素材生産量並びに植付け及び下刈りの面積は増加傾向
にあり、また、１億円以上の受託収入のある経営体も増加するなど、事業規模の拡大が進んでいる。
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一方、受託又は立木買いにより素材生産を行った経営体の約４割は年間の素材生産量が 1,000 ㎥
未満、受託収入のあった経営体の約２割は受託収入が 100 万円未満であるなど、小規模・零細な経
営体も存在している。

このため、これらの事業主の経営の安定化、とりわけ事業量の安定的確保が必要であり、施業の
集約化が不可欠となっている。

こうした中、事業主が森林所有者へ施業の集約化や路網と高性能林業機械を組み合わせた低コス
ト作業システムの導入等の施業提案を行い、生産性の向上を図っている事例や、複数の事業主が連
携して需要先に対して定期的に協議を行うことにより、販売単価の上昇につなげる事例も見られ、
今後、こうした取組を更に広げていく必要がある。

また、我が国の私有林の現状を踏まえると、森林所有者情報の把握や境界の明確化が不可欠であり、
森林経営管理法（平成 30 年法律第 35 号）に基づく森林経営管理制度による森林の経営管理の集積
等の取組の推進等により、これらの課題に早急に対応していく必要がある。

事業主には、森林所有者の合意形成から森林経営計画の作成、伐採、再造林等の施業の実施に至
る地域の森林管理の主体としての幅広い役割が期待される。

（3）林業労働者の雇用管理の現状と課題
林業労働者の雇用管理の現状をみると、通年雇用化や月給制導入、社会保険等の加入割合は徐々

に増加しているものの、林業労働の季節性や木材需要の変動、事業主の経営基盤の脆弱性から、季
節労働者や日雇い労働者の割合も多く、雇用が安定していない状況も少なくない。

また、林業労働者の年齢構成が平準化しつつある中で、経験や能力に応じた所得配分をしやすい
状況であるものの、経験や年齢を重ねても他産業の同年代と比べて所得が低い状況にある。社会保
険等への加入についても、雇用が臨時的、間断的であることなどから適用にならない場合もある。
このため、他産業並みの所得の確保や雇用管理の改善が課題となっている。

林業における労働災害は、高性能林業機械の導入や労働安全に対する意識の高まり等により長期
的に減少傾向にあるが、全産業平均に比べると依然として極めて高い発生状況にあり、その改善は
喫緊の課題である。労働者の安全と健康の確保は事業主の責務であり、労働安全対策の強化や快適
な職場環境の形成を一層促進する必要がある。

また、林業労働者に対して積極的に知識や技術、技能の習得による職業能力の向上を図る機会を
与えている事業主は少ない状況であり、教育訓練の充実・強化に取り組むことが重要である。林業
労働者に対して必要な教育訓練を行うことは、事業主の責務であり、林業労働者の職業生活を通じ
た職業の安定、所得の確保及び社会的・経済的地位の向上を図る観点からも重要である。また、次
代を担う林業労働者への技能承継の観点からもその重要性、必要性は一層高まっている。

教育訓練に当たっては、様々な現場や複数の作業内容にも対応できる林業労働者の多能工化の推
進が必要である。多能工化は、急激な需給の変化にも柔軟な対応を可能とするほか、作業班等のチー
ムワークの向上、生産性の向上等の効果をもたらし、ひいては事業の継続・拡大、林業労働者の所
得の向上、再造林の推進にも資する重要な取組となる。

さらに、長期にわたり経営し得る権利等と規模を確保し、林業労働者の生活を支える所得の確保
と労働環境の向上を図るため、伐採から再造林・保育に至る収支のプラス転換を可能とする「新し
い林業」を実現することが重要である。

（4）林業労働力の動向
我が国の林業労働力については、長期的に減少傾向にある中で、近年、利用可能な国内の森林資

源の充実に伴う素材生産量の増加に対応して伐採等を担う林業労働者が増加に転じる一方で、再造
林・保育を担う林業労働者は大きく減少しており、新たな局面を迎えている。
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新規就業者は「緑の雇用」事業開始以前と比べて増加傾向で推移し、平均年齢は若返り傾向にあ
るが、近年の有効求人倍率の高まりの中で、新規就業者数は漸減傾向にある。

就業者の定着状況については、「緑の雇用」事業により就業した者の調査では、就業３年後は約７
割と全産業平均と比べても高いものの、就業７年後以降は５割を下回る状況にある。

林業における女性労働者は、林業の機械化の進展等に伴い、近年一定の割合で新規就業が見られ
るものの、他産業と比較すると少ない状況にある。

これらについては、林業への就業において他産業に比べ安定的な雇用や所得が十分に確保されて
いない場合もあること、安全面や体力面での課題があることなどが影響していると考えられる。

このような就業に当たっての課題や不安に対応して就業環境を改善し、就業への魅力の向上を図
らなければ、林業労働力の減少が更に進行し、将来、森林の適切な管理を通じた地球温暖化の防止、
国土の保全、水源の涵

かん

養等の公益的機能の発揮及び木材の安定供給を図っていく上で深刻な影響を
及ぼすことが懸念される。

また、短期雇用の労働力の減少により、造林・保育などの季節性のある労働需要や木材需要の変
動への対応が以前より難しい構造となっていることも考えられる。

このほか、再造林に不可欠な苗木の生産者の育成・確保も併せて図ることが必要である。

２．林業労働力の確保の促進に関する基本的な方向
「グリーン成長」の実現に向け、主伐後の適切な更新を含め、将来にわたり森林を適切に整備・保全

していくため、その担い手となる林業労働力の確保が重要である。その際、木材生産を担う労働者を
確保するとともに、特に減少傾向にある再造林・保育を担う労働者の確保に向けた取組を強化するこ
とが必要である。

林業労働力を確保していくためには、前提として、雇用関係の明確化、雇用の安定化、他産業並み
の労働条件や労働安全の確保等雇用管理の改善に引き続き努めることが必要である。また、森林資源
の成熟化や国民の求める多様な森づくりを背景に、林業労働者には生産性の向上等事業の合理化を図
り、安定的な木材供給を支える生産管理能力の向上や「持続可能な森林経営」に関する高度な能力が
求められることから、林業労働者が林業に定着し、必要な知識や技術、技能を習得、蓄積していくこ
とが重要である。

林業への新規就業や定着には、林業労働者が抱える将来の職業生活における不安を取り除き、満足
のいく働きがいを持たせる必要がある。そのため、林業における働き方改革の推進や事業主等のコミュ
ニケーションスキルの向上などの働きやすい職場環境を整備するほか、経験等に応じた多様なキャリ
ア形成を支援し、経験年数、期待される役割や責任に応じて、知識・技術・技能、姿勢・態度、業績・
成果等を客観的に評価する能力評価を導入し、林業労働者の社会的・経済的地位の向上による処遇改
善につなげる取組を推進することが重要である。

また、林業への新規就業や定着を促す上で、森林資源の循環利用による地域振興はもとより、地球
温暖化の防止や国土の保全、水源の涵

かん

養等の公益的機能の発揮への貢献など、林業が果たす役割に対
する理解の促進や林業の魅力の発信が重要である。

雇用管理の改善、とりわけ他産業並みの所得の確保は、事業主の事業の合理化と密接に関連してい
ることから、雇用管理の改善並びに事業量の安定的確保、高性能林業機械等の導入及び林道・森林作
業道の整備等による事業の合理化を一体的かつ総合的に促進することが必要である。

このような雇用管理の改善及び事業の合理化の一体的かつ総合的な推進に当たっては、都道府県知
事が地域の実情に応じて指定する林業労働力確保支援センター（以下「支援センター」という。）が中
心となり、地域の関係機関と連携して、認定事業主の指導を行うとともに、認定事業主に必要な情報
提供、支援を実施する必要がある。また、認定事業主の雇用管理の改善及び事業の合理化を強化する
観点から、国の補助事業等においてクロスコンプライアンスの取組を進めるなど効果的に支援措置を
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実施することが必要である。
なお、林業労働力の確保の取組を一層推進する観点から、都道府県知事が事業主を認定するに当たっ

ては、雇用管理の改善及び事業の合理化を図ろうとする事業主のほか、新たに造林等の事業を行う会
社を興し、又は他業種から林業に参入するため林業労働者を雇用する事業主についても、一定の条件
のもとで対象とするなど、弾力的に対応することが必要である。その他、地域の森林整備の担い手と
して、自伐型林業や特定地域づくり事業協同組合の枠組みの活用など、林業労働者の裾野の拡大につ
ながる動きも見られ、こうした動きを促進する観点からも事業主への安全、技術、経営、雇用に関す
る指導等を適切に行う必要がある。

また、近年の働き方に対する意識の変化や新型コロナウイルス感染症拡大による地方移住への関心
の高まりが見られる中で、雇用の受け皿としての林業への期待が高まっており、その期待に応えるこ
とが求められている。

３．�事業主が一体的に行う雇用管理の改善及び事業の合理化を促進するための措置並びに
新たに林業に就業しようとする者の就業の円滑化のための措置に関する事項

事業主が一体的に行う雇用管理の改善及び事業の合理化を促進するための措置並びに新たに林業に
就業しようとする者の就業の円滑化のための措置の実施に当たっては、認定事業主を中心に支援セン
ターの活動を通じて、雇用管理の改善及び事業の合理化を一体的に促進することが必要である。

林業労働者に対する教育訓練の実施は、満足のいく働きがいを与え、林業への定着につながること
から、各支援センター等が行う教育訓練制度、各種研修及びキャリアコンサルティングに対して支援
していくことが必要である。また、雇用管理者及び事業主を対象とした雇用管理改善研修、事業の合
理化に係る相談等への対応といった伴走支援の取組を支援センターが中心となって他の機関とも連携
しつつ強化していくことが必要である。

事業量の安定確保や機械化等による事業の合理化は、経営規模の脆弱な事業主個々の取組には限界
があること、雇用管理の改善は複数の事業主で行う方が効果的な場合も多いことから、個々の事業主
の取組に加え、複数の事業主による共同化、協業化等を通じた経営基盤と経営力の強化等のための取
組を支援していくことが必要である。森林組合については、森林組合法の令和２年法律第 35 号による
改正措置を活用した事業連携を促進し、経営基盤を強化する必要がある。

（1）事業主が一体的に行う雇用管理の改善及び事業の合理化を促進するための措置
ア　雇用管理の改善を促進するための措置

ア　雇用管理体制の充実
事業所における雇用管理体制の確立を図るため、事業主を対象とした雇用管理研修やコンサ

ルティング等を促進する。
また、常時５人以上の林業労働者を雇用する事業所においては、雇用管理者の選任に努める

よう普及啓発を促進するとともに、選任された雇用管理者の資質の向上を図るための研修の受
講を促進する。
イ　雇用関係の明確化

労働者の将来設計を可能にするには、労働者と明確な雇用契約を結び、直接雇用を進めるこ
とが必要であり、雇用関係の明確化に向けた取組を進めることが必要である。

このため、雇入時に事業主の氏名又は名称、雇用期間等を記した雇入通知書の交付につき指
導の徹底を図る。

また、いわゆる「一人親方」との契約については、形式的に個人事業主であっても実態が雇
用労働者である場合には、労働関係法令の適用があることについて、引き続き周知・啓発を図
るとともに、是正に向けた指導の徹底を図るなど、関係機関との連携を図りながら効果的な対
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応を推進する。
ウ　雇用の安定化

林業労働者の雇用の安定化を図るためには、能力に応じた所得を確保するとともに、職業生
活に対する不安を取り除き安心して働ける雇用環境へ改善することが必要である。

このため、事業量の安定的確保と相まって、通年雇用化や月給制導入に努めるよう啓発を促
進する。
エ　労働条件の改善

労働条件の改善に当たっては、相当程度の事業量の確保と高い生産性による収益性の向上の
ほか、キャリア形成の支援、多能工化の推進、能力評価の導入等を通じた、他産業並みの所得
の確保が重要である。

また、労働者の心身の健康の保持はもとより、ワーク・ライフ・バランスの推進や若年者等
の入職及び定着の促進の観点から、ハラスメント防止対策の徹底、労働時間や休日数等の労働
条件の改善が重要である。

このため、事業主に対する雇用管理情報の提供、啓発に努め、林業における働き方改革の推
進や週休制の導入等を促進する。

その際、就業規則の作成義務がない小規模の事業所でも、事業主と労働者が共同してルール
を作成し共有することが有効であることから、就業規則の作成を促進する。

また、法令で定められた社会保険等への加入のほか、林業退職金共済制度等の中小企業退職
金共済制度への加入など福利厚生の充実等を促進することとし、一人親方に対しても労災保険
特別加入制度や林業退職金共済制度への加入について周知・啓発を図るなど、労働条件の改善
が図られるよう一層の啓発・指導を推進する。

さらに、政府調達の対象企業の賃上げを促す取組を行うなど、林業労働者の処遇改善を促進
する。
オ　労働安全の確保

全産業平均と比べ極めて高い労働災害の発生状況を改善するため、労働安全衛生関係法令や
「チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン」等に基づく遵守事項の徹底を図
ることが重要であり、近年の労働災害の発生状況を踏まえた、経験や年齢に応じた安全作業に
資する研修や安全意識の啓発を促進し、労働災害の発生頻度が高い小規模な事業主等の安全対
策を強化する。

あわせて、伐倒技術の向上につながる技能検定制度の導入、労働安全に資する装備・装置等
の普及の取組を促進するとともに、高性能林業機械の導入等による振動機械の操作時間の短縮
や労働強度の軽減等を図る。また、遠隔操作・自動操作機械の開発、携帯電話が通じない森林
内であっても労働災害発生時に即時の救助要請が可能となる通信手段の活用により緊急時の連
絡体制の確保を図る。

また、熱中症の予防や蜂刺され災害の防止等の取組を推進するとともに、林道等整備による
アクセスの改善、休憩施設の整備等による労働負荷の軽減及び職場環境の改善を図り、快適な
職場環境の形成を促進する。
カ　募集・採用の改善

求人に当たっては、的確な求人条件の設定等による効果的な募集活動の実施に努めるととも
に、求職者へのアピール度を高めるため、支援センターによる委託募集の活用及び合同求人説
明会への参加を促進する。なお、必要な労働者の確保を達成するためには、効果的な募集活動
と他の雇用管理の改善を併せて行うことが重要である。
キ　教育訓練の充実

日常の業務を通じて必要な知識や技術、技能を身につけさせる教育訓練（OJT）及び日常の
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業務から離れて講義を受ける等により必要な知識や技術、技能を身につけさせる教育訓練（OFF-
JT）の計画的な実施に努めるよう啓発を促進する。なお、このような措置を講じるに際しても、
個別の事業主のみではカリキュラムの策定等ノウハウの面で困難な場合もあることから、支援
センター等によりカリキュラムの策定や共同教育訓練の実施、習得された知識や技術、技能の
習熟度合いに関する相談及び指導を行うことが重要である。

また、近年の高性能林業機械の普及による作業システムの変化や ICT 等の新たな技術の進展、
労働安全衛生関係法令の見直し、自然環境に配慮した施業への対応など、林業労働者に求めら
れる知識や技能も変化しており、就業後一定の経験を有する熟練した林業労働者に対する学び
直しの機会の充実を図ることも重要である。

その他、林業大学校等において林業への就業を目指す学生等への支援等により段階的かつ体
系的な人材育成の取組を推進する。
ク　女性労働者等の活躍・定着の促進

女性の活躍推進は林業現場に多様な価値観や創意工夫をもたらし、林業全体の活力につなが
ると考えられることから、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27 年法律第
64 号）を踏まえた一般事業主行動計画策定や「えるぼし認定」等の取組を促進する。

また、多様な人材が林業への入職を選択し、働き続けられるよう、就業者と就業に関心を有
する者との交流機会の創出、作業方法や安全対策の配慮、トイレや更衣室の整備、ハラスメン
ト防止対策の徹底等による職場環境の改善を促進するとともに、それぞれが目指すワーク・ラ
イフ・バランスを後押しできるような就労環境の整備を促進する。
ケ　高年齢労働者の活躍の促進

技能の継承を円滑に進めるためにも、高度な熟練労働者である高年齢者の活躍が不可欠であ
る。

このため、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和 46 年法律第 68 号）における定年
の引上げや継続雇用制度導入等による 65 歳までの高年齢者雇用確保措置の義務化及び 70 歳ま
での高年齢者就業確保措置の努力義務化を踏まえ、これらの制度が適正に運用されるよう周知
指導等を行う。

高年齢労働者の特性や健康、体力等に対応した就労環境の整備を図るため、作業方法の見直し、
適正な配置、柔軟な勤務形態、安全衛生対策等の適切な雇用管理が行われるよう、啓発・指導
を推進する。
コ　林業分野における障害者雇用の促進

林業分野における障害者の雇用は、障害者の生きがいの創出や就労機会の拡大、社会参画の
実現につながるものであり、造林作業のほか山林種苗生産などの分野での取組が見られる。林
業分野においても、事業主による仕事の切り出しの工夫や適切な合理的配慮の提供等、障害者
雇用に係る必要事項に関して、周知・啓発を促進し、障害者雇用の一層の推進を図る。特に、
林業分野においては、安全面や体力面等の課題や懸念があることから、障害特性等を踏まえた
適切な業務配置、作業方法の見直し、柔軟な勤務形態、安全衛生対策等について、事業主の責
任として適正な雇用管理を行う。
サ　その他の雇用管理の改善

事業主による雇用管理の改善の取組を促進する観点から、支援センターによる認定事業主の
雇用管理改善の状況の定期的な点検、林業における働き方改革の推進に向けた適切な助言・指
導等の取組を促進する。

また、請負事業が多い林業においては、安全対策の実施や社会保険等への適正な加入など労
働安全衛生関係法令等の遵守に不可欠な経費をはじめとする労務関係諸経費の確保、原材料や
エネルギーのコスト上昇分の適切な価格転嫁、適切な工期の設定等を推進する。
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特に、予定価格の適切な設定、施工時期等の平準化、林業労働者への適正な賃金支払い、労
働時間の短縮等の労働条件の改善に資する事業の発注を推進する。

イ　事業の合理化を促進するための措置
ア　事業量の安定的確保

事業主が事業の合理化を進めるためには、事業量の安定的確保を図ることが必要である。し
かしながら、我が国の私有林の小規模・零細な所有規模では、個々の森林所有者等が単独で効
率的な施業を実施することは困難であるため、施業の集約化を推進することが必要である。

このため、施業意欲が低下している森林所有者等に対し施業の方針や事業を実施した場合の
収支を明らかにしたデータなどを提示しつつ、事業主が積極的に森林施業の実施を働きかけ、
収益や生産性に配慮した効率的な施業を実施することができる森林施業プランナー等の人材の
育成を促進する。さらに森林経営管理制度による経営管理実施権の設定を活用する等、事業主
は長期的視点をもって経営力の強化に取り組む。

また、国有林野事業は、事業主の経営の安定化及び林業労働者の雇用の安定化に資する観点
から、計画的、安定的な事業の発注及び樹木採取権制度の推進に努める。

なお、事業量の安定的確保に当たっては、その前提として、林業労働力の確保の促進に関す
る法律とともに、林業経営基盤の強化等の促進のための資金の融通に関する暫定措置法（昭和
54 年法律第 51 号）及び木材の安定供給の確保に関する特別措置法（平成８年法律第 47 号）
に基づき、川上から川下に至る安定的な木材の供給体制を構築するとともに、木材の需要拡大
を図り、林業・木材産業の活性化に努める。

イ　生産性の向上
生産性の向上を図るためには、高性能林業機械等の導入による森林施業の機械化が不可欠で

ある。また、高性能林業機械等の導入は、労働強度の軽減や労働安全衛生の確保、さらには林
業への若者や女性の参画にも資するものである。

このため、リース・レンタル体制の整備等も含めて高性能林業機械等の導入を図るとともに、
我が国の地形、経営規模等に一層適応した高性能林業機械の開発及び改良を促進する。また、
地域に適した作業システムの普及定着、林道等の生産基盤の整備等を促進するとともに、作業
システムの整備に必要な人材の育成に向けた取組や日報の活用による作業システムの改善を推
進する。

さらに、事業量の変動への対応や業務負担の平準化等に資する、造林・保育・伐採等の複数
の異なる作業や工程に対応できる多能工化を推進する。
ウ　「新しい林業」の実現に向けた対応

伐採から再造林・保育に至る収支のプラス転換を可能とする「新しい林業」を実現するため、
エリートツリー等の植栽、伐採と造林の一貫作業等の新たな造林技術に関する知識を持つ造林
手や、レーザ測量・GNSS 等を活用した高度な森林資源情報等の把握・活用、ICT を活用した
生産流通管理等の効率化といったスマート林業等の技術の活用に必要な知識や技術、技能を持
つデジタル人材の育成を推進する。また、相当程度の事業量及び高い生産性・収益性を有する
ことで、地域における他産業並みの所得の確保及び労働環境を確保し、「長期にわたる持続的な
経営」を実現できる事業主の育成を推進する。

さらに、林業作業の省力化・軽労化、労働安全の確保につながる遠隔操作・自動操作機械等
の開発・普及を推進する。
エ　林業労働者のキャリアに応じた技能の向上

林業労働者の育成・確保に重要な役割を果たしている「緑の雇用」事業等により、新規就
業者に森林の多面的機能や森林の整備・保全の重要性等を理解させるとともに、安全な作業
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方法が習得できるよう、林業就業に必要な基本的な知識や技術、技能の習得に関する研修を
促進する。

また、一定程度の経験を有する林業労働者を対象に、現場管理責任者への教育訓練として、
作業システム、森林作業道等の作設、生産管理等の生産性の向上や現場作業の安全管理に必要
な知識や技術、技能のほか、新規就業者への指導能力の向上を図る。

さらに、複数の現場管理責任者を統括する者への教育訓練として、複数の現場間や関係者と
の調整による生産性・安全性の向上等に必要な知識や技術、技能の習得を促進する。

これら現場技能に関する教育訓練のほか、事業量の確保等による事業の合理化を図るため、
森林施業の集約化等を担う森林施業プランナーや木材の有利販売等を担う森林経営プランナー
の育成を促進する。

このような段階的かつ体系的な教育訓練を通じ、林業労働者のキャリアに応じた知識や技術、
技能の向上を図り、事業の合理化と能力に応じた所得の確保を促進する。
「緑の雇用」事業等の研修を修了した者の登録制度や森林施業プランナー等の認定及び技能検

定制度による技能士の取得については、林業労働者自らの目標になるとともに、事業主にとっ
ては林業労働者の能力評価にも資することから、事業主が待遇の改善等と一体的に取り組める
よう、着実な運用・導入に努める。また、林業労働者の職業能力が広く社会一般において適正
に評価されるよう、その仕組みの活用等を図ることにより、職業能力の見える化を推進する。

（2）新たに林業に就業しようとする者の就業の円滑化のための措置
事業主等への支援として、新たに林業に就業しようとする者等に、研修、移転等の就業準備に要

する資金である林業就業促進資金を貸し付けるとともに、林業及び林業労働についての啓発、雇用
情報の提供体制の整備、支援センターが行う委託募集の効果的活用、就業に必要な林業技術等に関
する研修の実施等の就業に至るまでの一連の支援措置を促進する。

また、就業希望者を確実な就業や定着につなげるため、「緑の雇用」事業等による就業希望者への
ガイダンスや現場訪問先との連絡調整、トライアル雇用等の取組を推進するとともに、地方公共団
体が行う住宅、教育及び医療等への支援に関する情報の提供を促進するなど、定住への取組との連
携を図る。

４．その他林業労働力の確保の促進に関する重要事項
（1）林業労働力の確保の促進に関する基本計画策定における関係者の意見の聴取

都道府県知事は、林業労働力の確保の促進に関する基本計画を策定するに当たり、地域の林業労
働力の状況及び問題点に的確に対処するため、地域の林業や林業労働に関する各方面の関係者から
の意見を聴取するよう努める。

（2）支援センターの業務運営
支援センターの業務の運営に当たっては、その円滑な運営が図られるとともに、事業主に対する

指導等の支援が効果的に実施できるよう、国、都道府県はもとより、市町村、森林組合等の関係機
関の連携強化を図る。

また、都道府県知事が支援センターを指定するに当たっては、流域管理システムの推進及び利用
者の利便性の確保の観点から、効果的な事業運営が確保できるよう配慮する。

（3）林業研究グループや教育機関等による支援の促進
林業経営を担うべき人材を育成・確保するため、林業事業体の経営者や地域のリーダーとなり得

る森林所有者等で組織する林業研究グループ等が、森林・林業関係学科の高校生や大学生、新規参
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入者等に対して行う就業体験・林業経営指導、地域社会への定着促進活動及び地域の事業主に対し
て行う交流活動等への支援を推進する。また、高度な林業技術を有する大学をはじめとする教育機
関等が事業主や林業労働者に対して行う学習機会の提供や現地での指導等への支援を通じて、技術
の一層の高度化を促進する。

（4）地域課題に対応した林業への新規参入・起業の促進等による多様な担い手の確保
近年の地域における林業労働力の確保は、従来の事業主による労働力の確保に加え、製材工場や

木材市場等による林業への新規参入や林業事業体で一定の経験を持つ林業労働者による起業のほか、
地域の林業経営の担い手の一つとして注目される自伐型林業や特定地域づくり事業協同組合の枠組
みを活用した取組、地域間の連携等による林業労働力の確保の動きが見られる。

これらの動きは、再造林の推進等の地域課題、また、林業労働者の裾野の拡大によって事業量の
変動にも対応した林業労働力の確保や地域林業の活性化につながるものであり、林業労働者の雇用
環境や職業能力開発、安全と健康の確保等に配慮しつつ、地域における課題に対応した多様な担い
手の確保に向けた取組を促進する。

（5）建設業等異業種との連携促進
森林組合、素材生産業者等の事業主と建設業等の事業主が連携しながら、林業の生産基盤である

路網整備、建設工事における木材利用、地域材を活用した住宅づくりや脱炭素社会の実現に資する
等のための建築物等における木材の利用の促進に関する法律（平成 22 年法律第 36 号）を踏まえた
都市等における木材利用も含め、用途開拓や需要拡大等の取組を進めることは、事業量の確保や雇
用の創出につながることから、地域の林業と建設業等異業種とが連携した取組を、労働者の職業能
力開発、安全と健康の確保等に配慮しつつ、積極的に推進する。

（6）山村地域の活性化及び定住条件の整備
多様な就業機会の確保を通じた山村地域の活性化を図るため、基幹的産業である林業・木材産業

の振興、木質バイオマス、きのこ、木炭、薪、竹、漆等の特用林産物、広葉樹、ジビエなどの地域
資源を活用した産業の育成、加えて、健康・観光・教育など様々な分野で森林空間を活用する森林サー
ビス産業の推進等に努める。

また、新規参入者等の山村地域への定着を図るため、山村地域における定住条件の整備、特に、
林業における魅力ある職場づくりに加えて居住環境の整備に努める。

（7）森林・林業や山村に対する国民の理解の促進
森林に対する国民の関心が高まりを見せている中、各地で森林の整備・保全活動を行う団体が増

加している。このような取組の促進を通じて森林資源の循環利用、森林の整備・保全活動について
の国民の理解の向上に努める。

また、広報活動、学校教育等あらゆる機会を通じ、森林・林業や山村が国民生活の維持向上に果
たしている多面的な役割及びこれらの役割を支えている林業労働の重要性、林業の魅力について国
民の関心及び理解を深める。

特に、山村地域は、森林等の豊富な自然、美しい景観、都市部にない伝統・文化やコミュニティ
機能など特有の魅力を有しており、国民の価値観・ライフスタイルの多様化に応える観点からも、
情報発信を推進し、山村と都市との交流や山村への定住の促進の強化に努める。

その他、森林・林業や山村に対する理解を深める観点から、山村地域やその住民と継続的に関わ
る「関係人口」を拡大させていくことも効果的である。
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73

基本方針を踏まえた取組について

現状と問題点

課　　題

施　　策

林業労働施策の方向について

（8）外国人材の適正な受入れ
技術移転を通じた開発途上国への国際協力を目的とした技能実習制度に基づく技能実習生等の林

業分野で働く外国人労働者は、他産業に比較して少ない状況にあるが、現在、業界団体において、
技能実習２号移行対象職種追加に向けた取組が行われている。

技能実習生の受入れに当たっては、労働力の需給の調整の手段として行われてはならず、技能実
習の適正な実施及び技能実習生の保護が図られるよう、技能実習生を受け入れる事業主（実習実施者）
が外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（平成 28 年法律第 89 号）及
び労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）等の関係法令を遵守するとともに、適正な雇用契約、就業
環境整備を行うよう、外国人技能実習機構等の関係機関と連携して周知、指導を徹底する。

また、特定技能制度の活用については、雇用管理改善や事業の合理化による生産性の向上や国内
人材の確保を引き続き強力に推進し、国内人材の処遇の改善状況や労働安全面の改善状況、受入れ
の要件となる関係法令の遵守等を踏まえて検討する。
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73

基本方針を踏まえた取組について

現状と問題点

課　　題

施　　策

林業労働施策の方向について林業労働施策の方向について
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段階的かつ体系的な技能者育成（全国統一の研修カリキュラム）

����������
���������
���

����������
���������
�

����������
���������
��������
�������

����������
���������
�������

����������
���������
���������
���������
�

����������
���������
�

����������
���������
���������
�����

����������
���������
���������

����������
���������
��

������

新規就業者の確保・育成 現場責任者の育成
�������
�������

������
�������

��������
�������

�������������
��������������
�����������

��������������

���������������
���������������

���������������
�������

�������������
������������
���

������������

�������������
����

������������

����� �������� �������� ��������

���������������

����� �����

��������所定の
カリキュラム������

���������
����������

����������

��������
����������

�����
�����������

�������
�����������

���������
�������������

「緑の雇用」事業の体系 ������� ������������ �������������

���������
��������

���������

����������

������������������

���

��������
��������
��������
��������
��������
��

� :��������������������������������������������� 
������������������������������������������������ 
������������������������������������������������ 
����������������������������

���������������������������������をもとに作成�

������������
������������
������������
���������
������������
������������
����������

キャリアのイメージ

林業労働力の育成・確保について

2

１．林業の雇用管理改善について

２．雇用管理改善のポイントについて

３．労働災害の防止について
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の規範（個別規範︓林業）」や各事項の取組状況の点検に使える「事業者向け チェックシート」を活
用し、事業体の安全対策に取り組んでください。

農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（林業・木材産業） 
https://www.rinya.maff.go.jp/j/mokusan/seisankakou/anzenkihan.html
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マニュアル

      

参 

考

参 考

参 考 １

1

https://www.rinya.maff.go.jp/j/mokusan/seisankakou/anzenkihan.html


事業体名︓
相談等実施⽇︓

林業事業体雇⽤管理改善のためのチェックリスト
（□内にチェックマークをいれること）

（注）太字は法定の重要事項、★のある事項は違反した場合の刑事罰も規定されている法定事項。
細字は法定ではないが重要な事項、☆のある事項は国の基準等が定められている事項。

項 目
採用計画が作られているか
募集ルート・情報提供媒体は適切に選択されているか
人材募集時に、必要な労働条件を明示しているか
募集・採⽤にあたって、差別的な取扱を⾏っていないか
採用の可否については、応募者の適性・能⼒で判断しているか
採⽤時に、書面で労働条件を通知しているか★
3年を越える労働契約の期間を設けていないか★
有期労働契約の締結に関する原則（更新の有無の明⽰等）を守っているか☆
外国人の使⽤にあたっては、在留資格等の確認が適切に⾏われているか★
労働基準法の必要事項を記載した労働者名簿を事業場毎に備えているか★
請負契約を締結する際は、労働契約と明確に区分できる内容になっているか☆
週40時間、1日8時間の法定労働時間は守られているか★
勤務実態に合った、1ヶ⽉・1年などの変形労働時間制を採⽤し、適切に運⽤しているか
休憩時間は確保されているか★
週1回の休日は確保されているか★
振替休日や代休の処理が適正になされているか★
時間外労働、休日労働を⾏う場合は、時間外・休日労働に関する協定届（三六協定）を締結
し、届出するなど、適法に⾏われているか★
労働時間が適切に記録され、5年間（当分の間3年間）保存されているか★
年次有給休暇の付与・取得・管理⽅法が適切に整備・運⽤されているか★
年次有給休暇取得時に⽀払う賃⾦は適切か（通常の賃⾦、平均賃⾦、健康保険の標準報酬
日額相当額から選択） ★
育児・介護休業など、休業、休暇の種類、取得のルール、付与日数、賃⾦の扱い等が定められて
いるか
勤務間インターバル制度を適切に運⽤しているか☆
賃⾦額の決定は適切に⾏われているか
諸⼿当の⽀給基準等を、就業規則⼜は賃⾦規程に明記しているか★
最低賃⾦を下回る賃⾦額を⽀払つていないか★
出来⾼払い制で労働者を使⽤する場合は⼀定額の賃⾦の保障をしているか★
賃⾦⽀払い5原則（通貨で・直接・全額・毎⽉ 1回以上・⼀定期日に）が守られているか★
賃⾦の非常時⽀払いを⾏っているか★
休業⼿当は適切に⽀払われているか★
割増賃⾦は法定どおり⽀払われているか★
労働基準法の必要事項を記載した賃⾦台帳を事業場ごとに備え、5年間（当分の間3年間）
保存しているか★
退職⾦制度はあるか

募 集

採 用

労働時間管理

休 暇

賃 ⾦

2



林業事業体雇⽤管理改善のためのチェックリスト
（□内にチェックマークをいれること）

（注）太字は法定の重要事項、★のある事項は違反した場合の刑事罰も規定されている法定事項。
細字は法定ではないが重要な事項、☆のある事項は国の基準等が定められている事項。

項 目
労災保険は全員加⼊して（全労働者分の賃⾦を算定基礎に⼊れて）いる か（労災保険法第
3条）
一人親方と請負又は業務委託契約をする場合、労災保険の特別加入について確認しているか
雇⽤保険は、短時間勤務者であっても、週20時間以上31日以上雇⽤⾒込みのある者は加⼊
しているか
労働保険の年度更新⼿続きは正しく⾏われているか
労災保険に関し、請負事業・有期事業⼀括⼿続等は適切に⾏われているか
労災保険の書類は3年間、雇⽤保険の書類は2年間（ただし、被保険者に関する書類は4年
間）保存されているか
強制適⽤事業所の場合、社会保険の適⽤が⾏われているか
社会保険の加⼊要件は適正か（加⼊要件どおりに該当者を加⼊させているか）
社会保険の算定基礎届⼿続は正しく⾏われているか
社会保険に関する書類は2年間保存されているか
安全衛⽣管理体制は確⽴されているか★
⼊社時及び配置転換時に安全衛⽣教育を⾏っているか★
特定業務の就業制限に係る現場⼊場者の免許、資格所持状況把握や作業 主任者の選任が
なされているか★
対象事業者の場合、アルコールチェックの管理体制が確⽴され適切に実施されているか★

常時使⽤する労働者を雇い⼊れるときは、健康診断を⾏っているか
健康診断を年1回（チェーンソー及び刈払機を使⽤する労働者は半年に 1回）実施し、その記
録を5年間保存しているか★
再検査等の受診指導を⾏っているか。また、所⾒のある者に対して医師（産業医）の意⾒を聞
いているか
法定時間外労働が1ヶ⽉当たり80時間を越える労働者からの申出に対 し、医師による面接指
導を実施しているか
常時雇⽤するパートタイム労働者（概ね1週間の所定労働時間が正社員 の4分の3以上である
パート労働者）の健康診断を⾏っているか
伐木作業等における危険防止措置を講じているか★
機械集材装置及び運材索道の設置・作業における危険防止措置を講じているか★
振動障害の防止対策を講じているか★
⼀定の機械について⾃主検査を⾏っているか★
産前産後休業等、妊産婦の健康管理に必要な措置が講じられているか★
募集、採⽤、昇給・昇格、配置・昇進、教育訓練等において、性別による差別的措置がなされて
いないか
育児介護休業等の制度が整備されているか
セクシュアルハラスメント及びマタニティハラスメントの防止等への措置を講じているか
⼥性活躍推進法を理解し、必要な措置を講じているか☆

社 会 保 険

健 康 管 理

伐採等業務時に
おける 危険防止

⼥ 性

安全衛生
管理体制

労 働 保 険

3



林業事業体雇⽤管理改善のためのチェックリスト
（□内にチェックマークをいれること）

（注）太字は法定の重要事項、★のある事項は違反した場合の刑事罰も規定されている法定事項。
細字は法定ではないが重要な事項、☆のある事項は国の基準等が定められている事項。

項 目
60歳を下回る定年を設定していないか
⾼年齢者雇⽤安定法に定める⾼年齢者雇⽤確保措置に基づき、65歳までの雇⽤の確保を⾏っ
ているか
60歳以降の継続雇⽤を⾏う際、及び継続雇⽤更新の際の基準は適切か
解雇などで離職する⾼年齢者等に対する求職活動⽀援を⾏っているか
募集・採⽤における年齢制限を⾏っていないか
65歳から70歳までの⾼年齢者就業確保措置を講ずることが事業主の努⼒義務であることを
知っているか
労働契約終了のルールを理解しているか
退職、解雇、懲戒解雇についてのルールを就業規則に規定しているか （懲戒解雇規定は任
意） ★
違法な解雇を⾏っていないか★
労働関係終了に伴う⼿続きは適切に⾏われているか
解雇の予告の際に、解雇予告制度等の注意事項を遵守しているか
就業規則の絶対的必要記載事項と相対的記載事項は適切か★
法令、労働協約、就業規則、労働契約との関係は適切か
就業規則等規程類を届出・周知しているか★
就業規則変更による労働条件不利益変更の⼿続きは適切か
セクハラ、パワハラ対策、苦情相談窓口等が就業規則に規定されているか

特記事項・相談内容等

高 年 齢 者 の
雇 用 管 理

労 働 契 約 の
終 了

就 業 規 則

　群馬県・多野東部森
林組合参事の浦部氏に
組合で実践している安
全指導と、人材育成に
対する考え方について
伺った。まず毎朝、事
務所での朝礼と現場で

のKY活動を欠かさないほか、組合内部での研修会

を年に3回ほど行い、うち新年度の初めには昨年度

の反省や今年の目標、そして班ごとの考えの取りま

とめをする。またそれとは別に、年に一度は外部の

講師に依頼して研修を行うようにしているという。

　以前組合で実施した研修では、伐倒時の退避方法

を中心にしたマニュアルの作成が行われた。伐倒時

の退避行動や次の伐倒木に移動する際の動作をどの

ように行うべきか、「退避時に伐倒木が折れたり転

んだりした」といった各技能者のヒヤリハットを聞

き、ふせん等を使って組合の皆で意見を出し合った。

それを取りまとめてマニュアルとして組合内で共有

する事を行ったのだ。

　多野東部森林組合では、職員を含めた現場技能者

の育成は自分た

ちで行うという思

いをもとに、常に

成長できる仕組

みや方法を考え、

工夫しながら指

導を行っている。

組合で作成したマニュ
アル（一部抜粋）

参事　浦部 秀一郎 氏

技能者が所属する経営体自身で責任を持って育てる

ことが重要なのではないかという。現在の「緑の雇

用」事業ではフォレストワーカー等の現場技能者の

育成が行われているが、それらはあくまでも指導を

補完するものというスタンスにすべきである。職場

には様々な人が入ってくる。知識や技術の習得度合

いにも差がある。さらには、コミュニケーションな

ど人との関わり方も異なり得手不得手もある。職場

環境が原因で辞めていく人もいる。また、仕事の規

模も内容も経営体によって大きく変わる。そのよう

な状況であるからこそ、その経営体にとってどんな

人材が必要なのかということを自分たちで考え、計

画を立てて皆で育成していく。それが本来の経営体

のあるべき姿だと思うし、それをできるようにする

のが自分の役目だと考え努めてきた。

　現場での具体的な指導方針は総班長や班長、副班

長に話し合って決めてもらっている。現場技能者そ

れぞれで成長の度合いは異なるので、実際に現場で

その姿を見ている総班長や班長、副班長の考えを尊

重したいからだ。指導にあたっては、多少現場が忙

しくあっても、必要とあれば十二分に時間をとって

もらうようにしている。その分班長・副班長の負担

は大きくなるが、それ故にその仕事の対価・評価と

して班長手当・副班長手当を支給している。

研修会風景

　また浦部氏は現場技能者の育成において、森林組

合や民間の林業経営体は「緑の雇用」事業など外部

機関が実施する研修等に依存するだけではなく、現場

『OJT研修指導員活動事例集』より転載
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には様々な人が入ってくる。知識や技術の習得度合
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～　事例紹介「林業経営体が主体性を持って人材育成をする」
　　多野東部森林組合（群馬県）～

参 考 ２
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相談窓⼝・連絡先
北海道エリア
都道府県 団体名 住所 電話番号
北海道 （⼀社）北海道造林協会 北海道森林整備担い⼿⽀援センター 〒 060-0004 札幌市中央区北 4 条⻄ 5 丁⽬ 1 番地 ⻄鉄・林業会館ビル 4 階 011-200-1381

東北エリア
都道府県 団体名 住所 電話番号
⻘森県 （公社）⻘森県林業会議 ⻘森県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 030-0813 ⻘森市松原⼀丁⽬ 16 番 25 号 ⻘森県森林組合会館内 017-732-5288
岩⼿県 （公財）岩⼿県林業労働対策基⾦ 岩⼿県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 020-0021 盛岡市中央通 3-15-17 019-653-0306
宮城県 （公財）みやぎ林業活性化基⾦ 宮城県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 980-0011 仙台市⻘葉区上杉 2-4-46 022-217-4307
秋⽥県 （公財）秋⽥県林業労働対策基⾦ 秋⽥県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 010-0931 秋⽥市川元⼭下町 8-28 秋⽥県森林組合会館 3 階 018-864-0161
⼭形県 （公財）やまがた森林と緑の推進機構 ⼭形県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 990-2363 ⼭形市⼤字⻑⾕堂字⾺場 2265 023-666-6348
福島県 （公社）福島県森林・林業・緑化協会 福島県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 960-8043 福島市中町 5-18 福島県林業会館内 024-521-3270

関東エリア
都道府県 団体名 住所 電話番号
茨城県 （公社）茨城県森林・林業協会 茨城県林業労働力確保支援センター 〒 310-0022 水戸市梅香 1-5-5 茨城県 JA 会館分館内 029-225-5949
栃⽊県 （公社）とちぎ環境・みどり推進機構 栃⽊県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 321-0974 宇都宮市⽵林町 1030 番地 2 河内庁舎別館 3 階 028-624-3710
群⾺県 （⼀財）群⾺県森林・緑整備基⾦ 群⾺県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 370-3503 群⾺県北群⾺郡榛東村⼤字新井 2935 番地 群⾺県林業試験場別館内 027-386-5901
埼⽟県 （公社）埼⽟県農林公社 埼⽟県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 368-0034 秩⽗市⽇野⽥町 1-1-44 0494-25-0291
千葉県 （公社）千葉県緑化推進委員会 千葉県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 299-0265 袖ヶ浦市⻑浦拓 2 号 580-148 0438-60-1521
東京都 （公財）東京都農林⽔産振興財団 東京都林業労働⼒確保⽀援センター 〒 190-0013 ⽴川市富⼠⾒町 3-8-1 042-528-0643

神奈川県 神奈川県環境農政局緑政部森林再⽣課 林業振興グループ 〒 231-8588 神奈川県横浜市中区⽇本⼤通 1 045-210-4342
⼭梨県 （⼀社）⼭梨県森林協会 ⼭梨県林業労働センター 〒 400-0016 甲府市武⽥ 1-2-5 055-242-6667

北陸エリア
都道府県 団体名 住所 電話番号
新潟県 （公社）新潟県農林公社 新潟県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 950-0965 新潟市中央区新光町 15-2 025-285-7712
富⼭県 （公社）富⼭県農林⽔産公社 富⼭県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 930-0096 富⼭市⾈橋北町 4-19 富⼭県森林⽔産会館 6 階 076-441-6747
⽯川県 （公財）⽯川県林業労働対策基⾦ ⽯川県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 920-0209 ⾦沢市東蚊⽖町 1-23-1 076-237-0121
福井県 （公財）福井県林業従事者確保育成基⾦ 福井県森林整備⽀援センター 〒 918-8233 福井県福井市合島町 3-1 0776-50-0345

東海エリア
都道府県 団体名 住所 電話番号
⻑野県 （⼀財）⻑野県林業労働財団 ⻑野県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 380-0936 ⻑野市岡⽥町 30-16 026-225-6080
岐⾩県 （公社）岐⾩県森林公社 岐⾩県林業労働⼒確保⽀援センター森のジョブステーションぎふ 〒 501-3714 岐阜県美濃市曽代 88 岐阜県立森林文化アカデミー内 0575-29-3838
静岡県 （公社）静岡県⼭林協会 静岡県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 420-8601 静岡市葵区追⼿町 9-6 県庁⻄館 9 階 054-255-4485
愛知県 （公財）愛知県林業振興基⾦ 愛知県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 460-0002 名古屋市中区丸の内 3-5-16 052-953-3608
三重県 （公社）みえ林業総合⽀援機構 三重県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 515-2602 三重県津市白山町二本木 3769-1 059-261-4760

近畿エリア
都道府県 団体名 住所 電話番号
滋賀県 （⼀社）滋賀県造林公社 滋賀県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 520-0807 ⼤津市松本 1-2-1 077-522-0307
京都府 （公財）京都府林業労働⽀援センター 京都府林業労働⼒確保⽀援センター 〒 604-8424 京都市中京区⻄ノ京樋ノ⼝町 123 075-821-9277
⼤阪府 （⼀社）⼤阪府⽊材連合会 ⼤阪府林業労働⼒確保⽀援センター 〒 559-0025 ⼤阪市住之江区平林南 1-1-8 ⼤阪⽊材会館 2F 06-6685-3101
兵庫県 （公財）兵庫県営林緑化労働基⾦ 兵庫県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 650-0012 神⼾市中央区北⻑狭通 5-5-18 兵庫県林業会館 4 階 078-361-8010
奈良県 （公財）奈良県緑化推進協会 奈良県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 634-0033 奈良県橿原市城殿町 459 番地 ⼤和平野⼟地改良区事務所建物 4 階 0744-26-0202

和歌⼭県 （⼀社）わかやま森林と緑の公社 わかやま林業労働⼒確保⽀援センター 〒 649-2103 和歌⼭県⻄牟婁郡上富⽥町⽣⾺ 1504-1 0739-83-2022

中国エリア
都道府県 団体名 住所 電話番号
⿃取県 （公財）⿃取県林業担い⼿育成財団 ⿃取県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 680-0947 ⿃取市湖⼭町⻄ 2-413 ⿃取県森林組合連合会内 0857-28-0123
島根県 （公社）島根県林業公社 島根県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 690-0876 松江市⿊⽥町 432-1 島根県⼟地改良会館 3 階 0852-32-0253
岡⼭県 （公財）岡⼭県林業振興基⾦ 岡⼭県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 701-1202 岡⼭県岡⼭市北区楢津 491-1 086-230-7444
広島県 （⼀財）広島県森林整備・農業振興財団 広島県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 731-1533 広島県⼭県郡北広島町有⽥ 23-3 0826-72-7833
⼭⼝県 （⼀財）やまぐち森林担い⼿財団 ⼭⼝県森林整備⽀援センター 〒 753-0048 ⼭⼝市駅通り 2-4-17（⼭⼝県林業会館内） 083-932-5286

四国エリア
都道府県 団体名 住所 電話番号
徳島県 （公財）徳島県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 770-8008 徳島市⻄新浜町⼆丁⽬ 3 番 102 号（徳島県森林組合連合会内） 088-676-2200
⾹川県 （⼀財）⾹川県森林林業協会 ⾹川県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 760-0008 ⾼松市中野町 23-2 087-861-4353
愛媛県 （公財）えひめ農林漁業振興機構 愛媛県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 790-0003 松⼭市三番町 4-4-1 林業会館 4 階 089-934-6153
⾼知県 （公財）⾼知県⼭村林業振興基⾦ ⾼知県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 782-0078 ⾹美市⼟佐⼭⽥町⼤平 80 0887-57-0366

九州・沖縄エリア
都道府県 団体名 住所 電話番号
福岡県 （公財）福岡県水源の森基金 福岡県林業労働力確保支援センター 〒 810-0001 福岡市中央区天神 3-14-31 天神リンデンビル 3 階 092-712-1443
佐賀県 （公財）佐賀県森林整備担い手育成基金 佐賀県林業労働力確保支援センター 〒 840-8570 佐賀市城内 1-1-59 佐賀県庁林業課内 0952-20-0084
⻑崎県 （⼀社）⻑崎県林業協会 ⻑崎県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 854-0063 諫早市⾙津町 1122-6 0957-25-0184
熊本県 （公財）熊本県林業従事者育成基⾦ 熊本県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 862-0950 熊本市中央区⽔前寺 6 丁⽬ 5-19 096-340-1151
⼤分県 （公財）森林ネットおおいた ⼤分県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 870-0846 ⼤分市花園⼆丁⽬ 6 番 46 号（林業会館新館 2F） 097-546-3009
宮崎県 （公社）宮崎県林業労働機械化センター 宮崎県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 880-0802 宮崎市別府町 3-1 宮崎⽇⾚会館 3 階 0985-29-6008

⿅児島県 （公財）⿅児島県林業担い⼿育成基⾦ ⿅児島県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 899-5302 姶良市蒲⽣町上久徳 182-1 0995-52-8360
沖縄県 （⼀社）沖縄県森林協会 沖縄県林業労働⼒確保⽀援センター 〒 901-1105 沖縄県島尻郡南⾵原町字新川 135 098-987-1804

東京都千代田区鍛冶町 1-9-16 丸石第 2 ビル 6 階　
TEL：03-6700-4739
林業就業支援事業のご案内　https://ringyou.mhlw.go.jp/
林業就業支援ナビ　https://www.nw-mori.or.jp/
< 監修 > キリン社会保険労務士事務所

全国森林組合連合会

https://ringyou.mhlw.go.jp/
https://www.nw-mori.or.jp/
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